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ニ
ド
イ
ッ
の
学
説
と
そ
の
批
判
ｌわが国の口座振替にほぼ相当するドイツの制度として、ラストシュリフト方式（厨、厨。胃一罫の罠：『目）があり、これには
引落委託方式（』ｇＥＳ目、の筥津国、ぐ日毎盲目）と取引権限授与方式（国口目、の『ョ鷲釘目鴨『巴・帛口胃目）の二つの方式があるが、
そのうちの前者がわが国の口座振替に該当するとされている（後藤前掲二八三頁以下参照）。なお後者については、やや理解し難
いところがあるが、その重要な特色は要するに、前者による口座振替が解除条件を付した形でなされており、したがって口座振替
が一旦なされた後、｜定の期間内に、依頼人たる債務者が銀行に対して異議を申し立てたときは、｜且なされた口座振込が効力を
失う、という点にあるようである）。わが国における口座振替ではドイツの取立権限方式は用いられず、もっぱら引落委託方式が
用いられているので、以下の叙述では後者を念頭において行う。ドイツでは、第一にこれらの制度そのものの性質について、第二
に受取人が銀行に対して行う。振替請求依頼書の送付の性質について学説上の争いがあり、後藤教授によって詳細に紹介されてぃ
まず口座振替制度自体について、指図説、第三者のためにする契約説、委任説が争われていることが、紹介されているが、これ
らの説は振込を巡って争われている各説と基本的には同一である。私見のように口座振替と振込は、外形上の仕組みにおいては
様々な違いがあるとはいえ、ともに「仮定的債権の譲渡」と「仮定的債務者の処分授権」から構成されていると解するならば、基
本的な性質においては、振込と口座振替とで基本的に差異がないことは当然であるから、その限りで、こであらためて振込と並べ
て口座振込そのものの性質について議論する必要はない。なお振込の性質を第三者のための契約と解する説の批判については、前
稿で、振込に類似した制度として電信送金契約を取り上げた際に、電信送金契約を第三者のための契約と解する説の批判を行って
いる。この批判はそのまま、振込を第三者のための契約と解する説に対する批判としても当てはまっている。（詳細は志林一○六
巻二号四三頁参照。本稿でも第三章６で付加的説明を行っている）。
２つぎに債権者が銀行にたいして提示する口座振替請求書の法的性質に関する見解について検討しよう。最初に指摘すべきこ
ととして、「現在わが国では、債権者（収納企業）と銀行の合意により、債権者がこの請求書を作成せずに、コンピュータによる
ｚ》。 第四
章
口
座
振
替
の
構
成
（
承
前
）
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
四
号
￣
＝
-
-
-
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このような立場からドイツの各学説を検討すると疑問の点が少なくない。（なお以下のドイツの各学説については、もっぱら後
藤教授が理解し紹介されたところによる）。
ァａ説まず口座振替請求書の提示は、「債権者による指図（三○一の目晒）とみる」巨貸恩の見解がある（三景目頭とは、シゴー
ミの一ｍ目、すなわち書面行為としての指図の基礎となっている一般法理である）。この説は、私のいう第一段階の基本的合意の意味
を軽く見る。そして、これに当てはまる概念として「通説のいう一般的指図（ぬ目の国一の雪：旨い）の概念を認めることができる
としても、これは後の債権者による債権額の確定がなければ、実際上意味を持たないものであるから、むしろこの概念を否定し、
債権者による金額の指定をもって支払い銀行に対する指図と解するのである」と批判する。それに関して、私のいう第一段階の合
意に相当する「引落委託契約は、同時に債権者に対しては、支払銀行に対して口座所有者の有する指図権限を（債権者に）授与す
振
込
か
ら
口
座
振
替
へ
（
一
〒
完
）
（
安
達
）
一一一一一一一
言えよう。
磁
器
テ
ー
プ
の
交
換
を
通
じ
て
請
求
が
な
さ
れ
て
い
る
よ
う
で
あ
る
が
、
理
論
的
に
は
紙
ベ
ー
ス
の
と
き
と
同
じ
こ
と
で
あ
る
」
こ
の
こ
と
は
ド
イ
ツ
の
場合でも同様であり、磁器テープの交換によって自動的に処理されているが、法的トラブルを未然に防ぐため、銀行間で磁器テー
プ交換方式に関する規則を作っている、とされる（後藤前掲二八八頁）。
３さて後藤教授の紹介に則して、以下、ドイツの各学説を紹介しつつ、私見の立場から批判を加えるにあたって、まづ口座振
替請求書の性質に関して前に述べた私見の要点をあらためて整理しておこう。私見では、第一に、予め債権者（受取人）と債務者
（依頼人）および銀行との三者の間に結ばれた、口座振替に関する第一段階での基本合意（そこでは金額が白地になっている）に
基づいて、第二段階として、受取人が銀行に対して口座振替請求書を提示し、それによって白地の金額を補充する。第二に、この
ような金額白地を補充する行為は、正確には二つの意味をもった補充行為であり、二つの補充行為が合体した行為である。すなわ
ち一つには、銀行を仮定的償務者とする、債権者と償務者の間の金額白地の仮定的債権の譲渡における憤権の金額を補充する意味
をもつと同時に、債務者と銀行の間の、金額白地のままの振替委託契約における、白地を補充する行為である。なおその際、一つ
目の補充行為においては、元来依頼人と受取人の合意によって補充すべきものを、予めなされている当事者の合意によって、受取
人が単独で行使しうる補充権限が与えられ、かつ補充権の行使も相手方である依頼人に対する意思表示によってでなく、第三者た
る、仮定的債務者に相当する銀行に対する意思表示によってなされる。また二つ目の補充行為については、本来は依頼人つまり侭
務者が自ら銀行に対する意思表示によってなすべきところを、受取人つまり債権者が、依頼人に代わって銀行に対する意思表示に
よってなすのである。以上を綱めて、私見は、受取人の銀行に対する振替請求番の提示の性質を二重補充樋の行使と解する立場と
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以
下
、
後
藤
教
授
の
批
判
を
含
め
て
、
ａ
説
に
対
す
る
私
見
を
述
べ
よ
う
。
第
一
に
、
第
一
段
階
の
当
事
者
間
の
合
意
に
つ
い
て
、
こ
れ
を
「
後
の
債
権
者
に
よ
る
債
権
額
の
確
定
が
な
け
れ
ば
実
際
上
意
味
を
持
た
な
い
」
と
さ
れ
る
が
、
し
か
し
予
め
な
さ
れ
る
当
事
者
間
の
合
意
が
あ
る
か
ら
こ
そ
、
後
に
な
さ
れ
る
債
権
額
の
確
定
も
意
味
を
持
ち
得
る
。
つ
ま
り
両
者
が
と
も
に
必
要
な
要
件
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
て
議
論
す
べ
き
で
あ
る
。
要
す
る
に
第
一
段
階
に
お
け
る
当
事
者
間
の
合
意
の
意
義
を
軽
く
見
る
わ
け
に
は
い
か
な
い
。
次
に
、
ド
イ
ツ
民
法
一
八
二
条
が
援
用
さ
れ
る
が
、
同
条
が
適
用
な
い
し
準
用
さ
れ
る
の
は
、
一
八
五
条
の
定
め
る
他
人
の
権
利
の
処
分
に
つ
い
て
の
権
利
者
の
同
意
、
そ
の
拒
絶
、
無
権
代
理
人
の
代
理
行
為
に
つ
い
て
の
本
人
の
同
意
、
拒
絶
、
あ
る
い
は
免
責
的
債
務
引
受
に
お
け
る
債
権
者
の
同
意
、
拒
絶
、
譲
渡
性
の
な
い
債
権
の
譲
渡
に
お
け
る
債
務
者
の
同
意
、
拒
絶
、
さ
ら
に
は
、
債
務
者
が
非
債
権
者
を
債
権
者
と
過
っ
て
弁
済
し
た
と
き
の
、
真
実
の
債
権
者
に
よ
る
、
同
意
、
そ
の
拒
絶
な
ど
の
よ
う
に
、
他
人
の
利
益
に
干
渉
す
る
行
為
が
な
さ
れ
た
と
き
、
本
来
は
無
効
と
な
る
べ
き
そ
の
行
為
を
有
効
な
ら
し
め
る
た
め
に
必
要
な
、
関
係
者
の
同
意
お
よ
び
そ
の
拒
絶
に
つ
い
て
で
あ
り
、
さ
ら
に
は
制
限
行
為
能
力
者
の
行
為
に
つ
い
て
そ
の
効
果
が
本
人
に
帰
属
す
る
た
め
及
ぼ
す
た
め
に
必
要
な
要
件
と
し
て
の
同
意
、
拒
絶などのようにいわゆる効果帰属要件としての同意、拒絶である（一八二条については、国目のｇの目⑪‐田島日Ｐ目「シ］一ｍ目。】目
白の〕一号、画旨、の昌呂自切の⑤頁切日溜三『」、三の日の円国巨日の「医｛、の目のどの白の】｝烏切田旨四の『」】目のご罰の・耳⑩国弩の諄の『因自二留』】参
照
）
。
た
し
か
に
口
座
振
替
に
お
け
る
債
権
者
の
ラ
ス
ト
シ
ュ
リ
フ
ト
の
呈
示
は
単
独
行
為
で
あ
り
、
そ
の
効
果
と
し
て
債
務
者
と
銀
行
の
間
の
委
託
契
約
は
効
力
を
生
じ
る
と
い
う
点
は
共
通
し
て
い
る
。
し
か
し
重
要
な
違
い
が
両
者
の
間
に
は
存
在
す
る
。
一
八
二
条
の
同
意
は
、
効
果
帰
属
要
件
が
欠
け
ているために無効な法律行為について、この欠陥を補充することによって有効な法律行為となすものであるのに対し、ラストシュ
リフ
ト
の
場
合
は
、
効
果
帰
属
要
件
の
問
題
で
は
な
く
、
第
一
段階での契約の内容が不確定であるのを補充することによって確定的な内容
九頁、二九九頁庄一五参照）
以
下
、
後
藤
教
授
の
批
判
を
へ
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
四
号
一三四
る
も
の
で
あ
る
」
と
い
う
。
以
上
の
よ
う
な
見
解
の
根
拠
と
し
て
は
「
契
約
の
効
力
が
第
三
者
の
同
意
に
か
か
る
と
き
は
、
同
意
お
よ
び
そ
の
拒
絶
は
、
一
方
ま
た
は
相
手
方
に
対
し
て
な
す
こ
と
が
で
き
る
と
す
る
ド
イ
ツ
民
法
一
八
二
条
に
よ
る
」
と
す
る
（
こ
れ
に
つ
い
て
は
。
：
貝
］
⑪
教
授
の
、
自
序
「
目・耳その他、数名の学者の論文が引用される）。
以
上
の
見
解
に
つ
い
て
は
、
後
藤
教
授
の
批
判
と
し
て
、
｜
「
し
か
し
、
債
権
者
が
支
払
い
銀
行
に
対
し
て
、
指
定
し
た
債
務
者
の
た
め
に
（
場
合
に
よ
り
、
支
払
期
日
、
最
高
金
額
の
指
定
も
可
能
で
あ
る
が
）
、
一
定
の
手
続
を
と
る
べ
き
こ
と
を
指
示
す
る
こ
と
は
、
こ
れ
を
一
般
的
指
図
と
呼
ぶ
こ
と
の
当
否
は
と
も
か
く
、
委
任
に
お
け
る
指
図
に
ほ
か
な
ら
な
い
と
思
う
が
、
さ
ら
に
右
の
説
の
ご
と
く
ラ
ス
ト
シ
ュ
リ
フ
ト
（
つ
ま
り
振
替
請
求
書
）
の
提
示
も
指
図
と
呼
ぶ
な
ら
ば
、
｜
っ
の
契
約
に
よ
り
、
指
図
権
者
が
二
人
生
じ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
結
論
は
、
委
任
契
約
者
以
外
の
者
に
委
任
者
の
地
位
を
認
め
る
よ
う
な
も
の
で
あ
っ
て
、
当
事
者
の
意
思
に
そ
う
解
釈
と
い
え
な
い
」
と
し
て
、
三
算
用
の
論
文
を
引
用
さ
れ
る
（
後
藤
前
掲
一
一
八
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とさせることによって、その契約を有効ならしめるものである。このことに対応して、前者では、同意か、もしくはその拒絶か、
の
二
者
択
一
で
あ
る
が
、
後
者
で
は
、
契
約
内
容
で
あ
る
一
定
金
額
の
呈
示
で
あ
る
。
ま
た
前
者
で
は
、
契
約
の
当
事
者
の
い
ず
れ
か
に
効
果
帰
属
要
件
が
欠
落
し
て
い
る
の
に
対
し
て
、
後
者
で
は
契
約
の
両
方
の
当
事
者
に
つ
い
て
契
約
内
容
の
不
確
定
性
が
問
題
と
な
る
。
さ
ら
に
一
八
二
条
の
同
意
、
拒
絶
は
第
三
者
か
ら
契
約
の
一
方
ま
た
は
相
手
に
対
し
て
な
さ
れ
る
の
に
対
し
て
、
ラ
ス
ト
シ
ュ
リ
フ
ト
の
場
合
は
、
第
三
者
た
る
債
権
者
か
ら
専
ら
銀
行
に対してなされるのみである。それは当初の合意によってこのことは予め定められているからである。このこととも対応するが、
一八二条の同意の根拠は契約当事者の具体的な合意に基づくのではなく、法の規定による。それに対して、ラストシュリフトの呈
示
に
よ
る
補
充
は
契
約
当
事
者
の
具
体
的
な
合
意
を
根
拠
と
し
て
い
る
と
い
え
る
で
あ
ろ
う
。
つ
ま
り
一
八
二
条
の
場
合
は
、
効
果
帰
属
要
件
の
欠
け
て
い
る
契
約
当
事
者
が
相
手
と
結
ん
だ
無
効
な
契
約
に
つ
い
て
、
そ
の
当
事
者
と
第
三
者
と
の
間
の
特
別
な
合
意
が
な
さ
れ
な
く
と
も
、
そ
の
第
三
者
の
一
方的な意思表示たる同意によって効果帰属要件の欠落という欠陥が除去され、当初の契約は有効となる。それに反して、ラストシ
ュ
リ
フ
ト
の
呈
示
の
場
合
は
、
第
一
段
階
で
の
債
務
者
と
銀
行
の
間
の
合
意
お
よ
び
債
権
者
と
債
務
者
の
合
意
の
中
で
、
そ
の
効
果
と
し
て
第
三
者
た
る
債
権
者
に
金
額
補
充
の
権
限
を
与
え
る
趣
旨
が
定
め
ら
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
特
別
の
合
意
が
無
い
限
り
は
債
権
者
の
補
充
権
は
認
め
ら
れ
な
い
。
（
そ
も
そ
も
後
者
の
場
合
、
文
字
ど
う
り
の
合
意
や
拒
絶
と
い
う
こ
と
は
有
り
得
な
い
の
で
は
無
か
ろ
う
か
。
と
く
に
拒
絶
に
対
応
す
る
行
為
と
し
て
、
仮
に
ラ
ス
ス
ト
シ
ュ
リ
フ
ト
の
呈
示
を
拒
絶
す
る
趣
旨
の
意
思
表
示
を
債
権
者
が
行
っ
た
と
す
れ
ば
、
そ
の
効
果
と
し
て
債
権
者
と
銀
行
の
間
の
委
託
契
約
が
確
定
的
に
無
効
と
な
る
と
解
す
る
べ
き
か
、
そ
れ
と
も
債
務
者
が
債
権
者
に
代
わ
っ
て
金
額
確
定
の
た
め
の
通
知
を
な
し
う
る
こ
と
に
な
る
の
か
、
当
事
者
の
合
理
的
意
思
解
釈
か
ら
す
れ
ば
後
者
を
採
る
べ
き
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
。
い
ず
れ
に
せ
よ
一
八
二
条
の
同
意
、
拒
絶
と
ラ
ス
ト
シ
ニ
リ
フ
ト
の
呈
示
と
は
そ
の
性
質
に
お
い
て
大
き
な
隔
た
り
が
あ
る
と
い
え
よ
う
）
。
次
に
、
後
藤
教
授
が
こ
の
説
の
批
判
の
中
で
挙
げ
ら
れ
る
「
一
つ
の
契
約
に
二
人
の
指
図
権
者
が
生
じ
る
」
と
さ
れ
る
点
に
つ
い
て
い
う
と
、
口
座
振
替
契
約
が
第
一
段
階
の
基
本
合
意
と
そ
れ
に
基
づ
い
て
な
さ
れ
る
第
二
段
階
の
金
額
補
充
の
た
め
の
意
思
表
示
と
は
、
両
者
は
い
ず
れ
も
同
一
の
関
係
当
事
者
の
意
思
に
も
と
づ
い
て
行
わ
れ
る
の
で
あ
る
か
ら
、
士
と
い
そ
れ
ぞ
れ
が
た
ま
た
ま
外
形
上
異
な
っ
た
当
事
者
に
よ
っ
て
（
す
な
わ
ち
本
人
と
代
理
人
と
に
よ
っ
て
）
な
さ
れ
る
の
で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
は
少
し
も
奇
異
な
こ
と
で
は
な
い
。
両
者
の
間
に
は
矛
盾
や
齪
鰭
は
存
在
し
な
い
。
異
な
っ
た
局
面
に
お
い
て
、
そ
れ
に
相
応
し
い
当
事
者
が
外
形
上
、
登
場
す
る
だ
け
の
こ
と
で
あ
る
。
イ
ｂ
説
つ
ぎ
に
「
ラ
ス
ト
シ
ュ
リ
フ
ト
の
支
払
銀
行
に
対
す
る
提
示
を
も
っ
て
、
支
払
銀
行
の
委
任
手
続
執
行
の
条
件
と
見
る
説
が
あ
る
。
こ
の
説は、その呈示をもって引落委託の内容の具体化（侯・口胃且②冒目、）にすぎないと考え、特別の法的評価を与える必要のない事
実
行
為
と
見
る
」
説
と
し
て
ハ
デ
イ
ン
グ
の
説
が
紹
介
さ
れ
て
い
る
。
振込からロ座撮替へ（二．完）（安達）
一三五
Hosei University Repository
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
四
号
一一一一一ハ
この説に対する後藤教授の批判として、第一に「これを条件と見るならば、債務者と支払銀行の間では、停止条件ということに
なるが、指図権は形成権であり、形成権は条件付きで行使することはできないという一般原則に反することになる、とするミニッ
ッェの批判が引用されている。第二に、「ラストシュリフトの呈示を単なる事実行為と、見るのも疑問である。それは、債権者と
債
務
者
の
合
意
内
容
に
し
た
が
っ
て
な
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
」
と
批
判
さ
れ
る
。
以
上
に
対
す
る
私
の
考
え
を
述
べ
よ
う
。
第一点についていえば、そもそも論者が、条件（ロ巳冒、目、）の語を使っているからといって直ちに法律用語としての停止条
件
の
意
味
に
解
す
る
の
は
疑
問
で
あ
る
。
つ
づ
い
て
後
段
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
よ
う
に
ラ
ス
ト
シ
ュ
リ
フ
ト
の
呈
示
を
「
委
託
手
続
き
の
具
体
化
」
と
見
る
か
ら
に
は
、
債
務
者
と
銀
行
の
間
の
委
託
の
内
容
が
、
当
初
の
合
意
の
段
階
で
は
ま
だ
不
確
定
で
あ
っ
た
の
を
、
後
に
確
定
さ
せ
る
た
め
の
も
の
で
あ
る
、
と
解
す
る
の
が
妥
当
な
解
釈
で
は
な
か
ろ
う
か
。
こ
こ
で
念
の
た
め
に
一
般
的
な
意
思
表
示
理
論
に
立
ち
返
っ
て
考
察
す
る
な
ら
、
先
ず
、
意
思
表
示
の
成
立
要
件
と
有
効
要
件
が
区
別
し
て
論
じ
ら
れ
、
そ
の
際
、
有
効
要
件
と
し
て
は
、
内
容
の
確
定
性
、
内
容
の
実
現
可
能
性
、
内
容
の
適
法
性
が
論
じ
ら
れ
る
の
が
普
通
で
あ
る
。
つ
い
で
効
果
帰
属
要
件
（
他
人
の
行
っ
た
法
律
行
為
が
本
人
に
帰
属
す
る
た
め
の
要
件
、
例
え
ば
他
人
の
物
に
つ
い
て
な
さ
れ
た
処
分
行
為
の
効
果
が
他
人
に
及
ぶ
要
件
な
ど
）
が
論
じ
ら
れ
、
さ
ら
に
ま
た
効
力
発
生
要
件
と
し
て
法
定
条
件
お
よ
び
条
件
・
期
限
（
す
な
わ
ち
当
事
者
の
意
思
に
よ
っ
て
、
法
律
行
為
の
効
力
の
発
生
・
消
滅
な
い
し
そ
の
時
期
を
左
右
す
る
も
の
と
し
て
の
、
条
件
、
期
限
）
が
論
じ
ら
れ
る
。
以
上
は
単
に
便
宜
的
な
論
述
の
順
序
の
問
題
で
な
く
法
律
行
為
の
論
理
的
構
造
に
則
し
た
順
序
で
あ
ろ
う
（
四
宮
和
夫
「
民
法
総
則
」
第
三
版
一
六
四
頁
）
。
本
題
に
立
ち
返
っ
て
考
察
す
る
な
ら
ば
、
ラ
ス
ト
シ
ュ
リ
フ
ト
の
呈
示
は
、
債
務
者
と
支
払
銀
行
の
引
落
委
託
と
い
う
法
律
行
為
の
内
容
の
確
定
と
い
う
、
そ
の
有
効
要
件
に
か
か
わ
る
問
題
で
あ
っ
て
、
法
律
行
為
の
効
力
の
発
生
時
期
と
い
う
、
い
わ
ば
付
随
的
な
問
題
で
あ
る
停
止
条
件
に
か
か
わ
る
問
題
で
は
な
い
は
ず
で
あ
る
。
こ
の
限
り
で
こ
の
説
が
用
い
る
「
条
件
」
の
語
を
直
ち
に
停
止
条
件
と
解
す
る
批
判
は
正
当
で
な
い
と
思
わ
れ
る
。
も
っ
と
も
こ
の
説
が
い
う
「
条
件
」
を
た
と
い
引
落
委
託
の
内
容
の
確
定
の
た
め
の
条
件
と
解
し
た
と
し
て
も
、
こ
れ
を
一
つ
の
法
律
行
為
と
見
る
の
が
正
当
で
あり、これを「特別の法的評価を与える必要のない事実行為」と解するのは正しくない（その限りで批判は正当である）。一つの
法
律
行
為
と
解
し
た
上
で
、
そ
の
性
質
を
論
じ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
も
っ
と
も
後
藤
教
授
は
、
そ
れ
が
単
な
る
事
実
行
為
で
な
い
理
由
と
し
て
「
そ
れ
は
債
権
者
と
債
務
者
の
間
の
合
意
内
容
に
従
っ
て
な
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
」
と
さ
れ
る
（
後
藤
前
掲
二
九
○
頁
）
の
は
疑
問
で
あ
る
。
伝
統
的
な
考
え
に
よ
る
と
、
法
律
行
為
と
は
「
法
に
よ
っ
て
行
為
者
が
希
望
し
た
と
う
りの法律効果を認められる行為」（有斐閣・新法律学辞典）であり、「法律行為によって生じる法律効果は、それを組成する意思表
示において当事者の欲した法律効果にほかならない」（四宮前掲一五一頁）とされる。そして「従来、意思表示は、………ある動
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機
に
導
か
れ
、
効
果
意
思
、
表
示
意
思
、
表
示
行
為
の
三
段
階
を
経
て
成
立
す
る
も
の
」
と
解
さ
れ
て
き
た
（
四
宮
・
前
掲
一
六
六
頁
）
。
以
上
の
よ
う
な伝統的な定義に従って考察しよう。債権者が銀行にラストシュリフトを呈示する行為は、私見では二つの意味をもっているが、
い
ず
れ
に
お
い
て
も
、
行
為
者
が
意
欲
し
た
効
果
の
生
じ
る
べ
き
行
為
で
あ
る
か
ら
、
こ
れ
を
法
律
行
為
と
解
す
る
べ
き
で
あ
り
、
そ
れ
が
「
債
権
者
と
債
務
者
の
合
意
に
従
っ
て
な
さ
れ
る
と
い
う
事
実
」
は
、
ラ
ス
ト
シ
ュ
リ
フ
ト
と
い
う
行
為
を
そ
れ
自
体
と
し
て
意
思
表
示
と
解
す
る
た
め
の
根
拠
で
は
な
く
、
む
し
ろ
そ
の
よ
う
な
意
思
表
示
の
な
さ
れ
る
動
機
と
し
て
地
位
づ
け
る
べ
き
で
は
な
か
ろ
う
か
。
し
た
が
っ
て
仮
に
、
債
務
者
と
債
権
者
の
合
意
の趣旨に反した内容のラストシュリフトの呈示がなされたときも、ラストシュリフトの呈示の意思表示としての効力は失われるこ
と
は
無
く
、
単
に
動
機
の
錯
誤
が
問
題
に
な
る
だ
け
で
あ
り
、
そ
れ
が
意
思
表
示
の
効
力
に
如
何
な
る
影
響
を
及
ぼ
す
か
が
問
題
に
な
る
だ
け
で
あ
る
。
以
上
要
す
る
に
、
論
者
が
条
件
の
語
を
用
い
て
い
る
と
し
て
も
、
こ
れ
を
停
止
条
件
の
意
味
に
解
す
る
べ
き
で
は
な
い
と
す
れ
ば
、
単
独
行
為
に
停
止
条
件
を
付
す
る
べ
き
で
な
い
と
い
う
、
第
一
の
批
判
は
当
た
ら
な
い
こ
と
に
な
る
。
ウ
Ｃ
後
藤
教
授
の
支
持
さ
れ
る
税
は
「
『
第
三
者
に
よ
る
給
付
の
確
定
』
と
み
る
」
巨
貸
恩
の
見
解
で
あ
る
。
こ
の
説
の
根
拠
と
し
て
、
ド
イ
ツ
民
法
三
一
七
条
一
項
の
「
給
付
の
確
定
を
第
三
者
に
任
せ
た
る
場
合
に
お
い
て
は
、
疑
わ
し
き
と
き
は
、
公
平
な
裁
量
に
よ
り
決
す
べ
き
も
の
と
す
」
と
い
う
規
定
が
挙
げ
ら
れ
る
。
「
こ
の
説
は
、
支
払
銀
行
は
す
で
に
引
落
契
約
に
よ
っ
て
、
口
座
所
有
者
に
対
し
て
、
指
名
さ
れ
た
受
取
人
の
た
め
に
現
金
に
よ
ら
な
い
支
払
を
す
る
義
務
が
あ
る
が
、
そ
の
正
確
な
金
額
は
明
ら
か
で
な
い
の
で
、
支
払
銀
行
と
口
座
所
有
者
の
間
に
は
、
第
三
者
の
意
思
表
示
に
よ
っ
て
補
充
さ
れ
る
こ
と
が
合
意
さ
れ
て
い
る
、
と
解
す
る
の
で
あ
る
」
。
つ
ま
り
口
座
所
有
者
た
る
債
務
者
は
、
「
受
取
人
た
る
債
権
者
と
の
間
の
合
意
に
よ
り
、
対
価
関
係
上
一
定
の
補
充
権
を
与
え
て
い
る
と
解
す
る
わ
け
で
あ
る
」
。
そ
し
て
「
わ
が
民
法
に
は
、
右
の
ド
イ
ツ
民
法
に
相
当
す
る
規
定
は
な
い
が
、
契
約
自
由
の
原
則
よ
り
、
そ
の
よ
う
な
契
約
も
許
さ
れ
る
も
の
と
思
う
。
」
そ
し
て
こ
の
よ
う
に
解
す
る
な
ら
ば
「
い
っ
た
ん
支
払
銀
行
に
呈
示
さ
れ
た
後
は
撤
回
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
の
は
当
然
の
帰
結
で
あ
る
、
と
結
ば
れ
る
（
後
藤
前
掲
二
九
○
頁
）
。
私
も
基
本
的
に
は
こ
の
説
を
支
持
し
た
い
と
思
う
が
、
し
か
し
補
充
の
撤
回
に
関
し
て
若
干
の
疑
問
が
あ
る
。
ま
ず
同
条
は
、
給
付
の
確
定
に
つ
い
て
、
形
式
上
は
第
三
者
に
自
由
な
決
定
が任
さ
れ
て
い
る
場
合
を
想
定
し
て
い
る
が
、
し
か
し
こ
こ
で
は、予め受取人（債権者）と口座名義人（債務者）の間の原因関係によって
事
実
上
確
定
し
た
内
容
に
従
っ
て
決
定
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
受
取
人
が
自
由
に
決
定
し
う
る
も
の
で
は
な
い
。
ま
た
こ
こ
で
は
補
充
を
な
す
べ
き
受
取
人
が
第
三
者
に
該
当
す
る
か
も
疑
わ
し
い
。
こ
の
後
者
の
問
題
に
つ
い
て
さ
ら
に
検
討
し
よ
う
。
ま
ず
補
充
を
二
つ
の
場
合
に
わ
け
て
考
察
す
る
必
要
が
あ
る
。
前
述
の
よ
う
に
、
私
見
で
は
、
第
一
段
階
に
お
い
て
債
権
者
と
債
務
者
お
よ
び
振
替
銀
行
の
三
者
間
の
契
約
に
よ
り
、
金
額
を
白
地
に
し
た
ま
ま
で
、
次
の
よ
う
な
二
つ
の
合
意
が
な
さ
れ
る
。
一
つ
め
は
、
債
権
者
と
儀
務
者
の
間
で
、
銀
行
を
仮
定
的
債
務
者
と
す
る
仮
定
的
債
権
の
纐
渡
が
な
さ
れ
、
金
額
補
充
の
た
め
の
補
充
権
を
憤
横
者
（
受
取
人
）
に
付
与
す
る
。
そ
の
際
そ
の
補
充
に
っ
振
込
か
ら
口
座
振
替
へ
（
二
。
完
）
（
安
連
）
一三七
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いては、後に債権者が債務者に対して対価関係上取得する債権の金額に等しい金額を債権者から（債務者に通知するのでなく）銀
行に通知することによって補充がなされる。つまり、その受領は債務者でなく、第三者たる銀行が受領することによってなされる
わけである。二つめは債務者と銀行の間で、金額白地のままで、債務者が有する銀行口座から、後に補充される一定の金額につい
て、債権者の有する口座に振替えるという内容の委託の合意がなされるが、その補充については、後に債権者が債務者に対して取
得する対価関係上の金額に等しい金額について、債権者から銀行に対して通知することによって金額を補充するという合意がなさ
れる。したがってここでは、本来は債務者たる預金者から銀行に金額を通知して補充すべきものが、当事者の合意によって、債務
者に代行して債権者が銀行に通知して補充するわけである。
第二段階においては、それぞれの補充権を有する者が補充権を行使する。以上の二つの補充権の行使は合体して一度になされる
が、理論上は二つにわけて考察すべきである。
さて次にそれぞれの補充権について、それが行使された後の撤回について考察しよう。
｜つめの補充権の行使については、その撤回は債権者と債務者の間の仮定的債権の譲渡の効力を失わせるものであるから、譲渡人
たる債務者の同意を得てのみなしうると解しなければならない。それではその際、仮定的債務者たる銀行の同意を必要としないか
は問題である。債権者から銀行に対して補充の通知がなされていることを考慮すると、銀行は振替すなわち貸記をなしうる一種の
期待権を不当に奪われてはならないと解しうる余地がある。民法五二四条（承諾期間の定めのない申込について一定期間、その撤
回を禁じる規定）の趣旨を考慮し、同条の定める一定期間については、たとえ貸記のなされていない間でも、撤回はなしえず、銀
行の同意を得てのみ撤回しうると解しうる余地がありそうにもみえる。しかし銀行は、仮定的債権の譲渡に関しては契約の当事者
でないことを考えると、右条文の適用される余地はないと解すべきだろう。
二つめの補充権の行使についていうと、受取人による補充権の行使は、元来債務者たる口座所有者がなすべき行為を債権者が代
行して行っている関係にある。したがってその撤回は代理人が本人に代って代理行為をなした後の撤回に準じて扱うべきであろう。
したがって本人に相当する債務者（口座所有者）の同意がなければ撤回しえないと解すべきである。それでは銀行の同意は必要と
しないか。債務者が自ら銀行に対して振込委託の撤回をなすについては、銀行が貸記をなすまでは銀行の同意なしに、一方的な意
思表示によってなしうることを考えると、その限りで口座振替における二つめの補充権行使の撤回も、銀行による振替すなわち貸
記までの間は、銀行の同意なしになしうると解すべきであろう。
以上、二つの補充権の行使とその撤回についてわけて論じたが、この二つは、実際には、結合してひとつの行為としてなされる。
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１口座振替についても、行内振替のほかに他行間振替が存在しうる。具体的な例を挙げて説明しよう。
原因関係上の将来の債務者甲と将来の債権者乙およびＡ銀行との三者間に、金額白地のままで、第一段階での口座振
替の合意があったとしよう。後に対価関係上の債務額が百万円と確定した時に、債権者（受取人）乙から、銀行Ａに
金額を百万円と定めて、振替請求通知がなされる。この段階では、乙はＡに対して百万円の額の仮定的債権を（現実
的債権を、ではない）取得する（第１図参照）。それに続いて仕向け銀行Ａは、被仕向け銀行Ｂに、百万円の金額につい
て、乙に貸記をするよう振込委託（為替通知）をする（第１図参照）。Ｂがこれに応じて乙に百万円の貸記をすること
によって、受取人乙は被仕向け銀行Ｂに対して百万円の現実的債権（預金債権）を取得する。このように見てくると、
他行間振替と通常の他行間振込の違いは、後者においては、振込金額が、当初の甲から仕向け銀行Ａへの振込委託の
時に定まっているのに対して、前者では、その金額は、後に、受取人乙が仕向け銀行Ａに
Ｂ
グ
知
」
〆
振替請求通知をした時に定まる点において異る。いずれの場合にも、被仕向け銀行Ｂの貸
図辮一②〆参費
記によって、被仕向け銀行は受取人に対して預金債務を負担し、そしてその効果として前
！△〆》》鰯〆 診己
第
述のように（第三章５参照）、依頼人甲の受取人乙に対する原因債務は支払われたと同様の
効果を生じる。また同時に、被仕向け銀行Ｂから仕向け銀行Ａへの支払の効果、および仕
甲
，
乙
向
け
銀
行
Ａ
か
》
ｂ
依
頼
人
甲
に
対
す
る
支
払
の
効
果
を
生
じ
る
。
撮
込
か
ら
口
座
振
替
へ
（
一
一
。
完
）
（
安
達
）
一三九
結局、その撤回については、債務者の同意を必要とし、銀行の同意は必要としないと解すべきである。
ただし念のために記すと、右に述べた撤回は、いうまでもなく銀行によって貸記がなされるまでの間にのみなしうる。
三
口
座
振
替
と
他
行
間
振
替
Hosei University Repository
乙け銀行Ｂが、受取人乙から依頼されて、受取人に代わって、受取人のなすべき仕向け
甲
銀行Ａに対する請求金額の通知をなす形である。詳論すると、その一別提として予め第一段階として、債務者甲と債権
者乙と、甲が預金口座を有するＡ銀行と、さらに乙の取引銀行であるＢ銀行、以上の四者の間で基本的契約が結ばれ
る。その四面契約の一環としての債権者乙と銀行Ｂの間の委託契約にもとづき、乙は債権者甲（正確には、甲ｌ、甲２、
甲３…つまり多数の債務者）にそれぞれ債権額確定のための資料、その他夫々の債務者が口座を有する銀行（Ａ１、Ａ２、
Ａ
３
…
）
名
を
記
し
た
資
料
を
乙
の
取
引
銀
行
Ｂ
に
送
り
、
Ｂ
は
こ
れ
を
整
理
し
た
う
え
で
、
事
前
に
締
結
さ
れ
て
い
る
Ｂ
と
Ａ
と
の
間
の合意の趣旨に沿って、乙に代ってＡ１、Ａ２、Ａ３…に請求通知を行う。これに応じてＡ１、Ａ２、Ａ３…はＢ銀
行に為替通知をなし、それを受けてＢは乙の口座に貸記をなす。その結果、Ｂの乙に対する現実的債務としての預金
債
務
が
発
生
す
る
。
またその効果として、甲の乙に対する対価関係上の債務は消滅し、また同時に、ＢからＡへの支払、
お
よ
び
Ａ
か
ら
甲
へ
の
支
払
が
な
さ
れ
た
と
同
様
の
効
果
が
発
生
す
る
。
こ
の
関
係
は
、
前
述
の
、
乙
が
み
ず
か
ら
Ａ
に
確
定
金
額
を
通
知したときの他行間振替のときと（したがってまた他行間振込のときの法律関係と）基本的に異なる処はない。
ところで上述したような、受取人がみずから直接に仕向け銀行甲に金額を通知せずに、被仕向け銀行Ｂを介し、Ｂ
を代理人として通知するという形は、とりわけ債権者乙にとって、原因関係上の債務者が甲１、甲２、甲３………と
第２ 図
③
為替通知
一一一一一一
請求通知､ 法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
四
号
一四○
②〆繍：④
グ
２
以
上
に
述
べ
た
他
行
間
振
替
で
は
、
受
取
人
（
す
な
わ
ち
依
頼
人
に
対
す
る
原
因
関
係
上
の
債
権
者
）
が
、
直
接
に
仕
向
け
銀
行
Ａ
に
対
し
て
振
替
請
求
額
の
通
知
を
な
し
、
仕
向
け
銀
行
Ａ
は
被
仕
向
け
銀
行
Ｂ
に
対
し
て
振
込
依
頼
（
為
替
通
知
）
を
な
し
、
そ
の
Ｂ
が
受
取
人
乙
に
貸
記
を
す
る
形
で
あ
っ
た
（
第
１
図
参
照
）
こ
の
形
を
や
や
変
形
さ
せ
た
形
態
と
し
て
、
次
の
よ
う
な
形
が
考
え
ら
れる（第２図参照）。すなわち端的にいえば、受取人乙の取引銀行である前記の被仕向
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い
う
よ
う
に
、
多
数
存
在
し
、
し
た
が
っ
て
仕
向
け
銀
行
も
Ａ
ｌ
、
Ａ
２
、
Ａ
３
…
…
…
…
と
、
様
々
で
あ
り
、
そ
の
債
権
額
も
様
々
で
あ
る
よ
う
な
場
合
、
債
権
者
乙
が
自
分
で
処
理
す
る
と
な
れ
ば
、
乙
に
と
っ
て
事
務
量
が
膨
大
と
な
り
、
負
担
が
重
い
こ
と
が
少
な
く
な
い
。
そ
こ
で
、
み
ず
か
ら
こ
の
事
務
を
処
理
す
る
代
わ
り
に
、
そ
の
事
務
処
理
を
取
引
銀
行
Ｂ
に
委
ね
る
た
め
に
、
乙
み
ず
か
ら
は
、
甲
１
、
甲
２
、
甲
３
…
…
…
に
対
す
る
債
権
額
を
確
定
す
る
た
め
の
資
料
を
Ｂ
に
送
付
す
る
こ
と
が
行
わ
れ
る
わ
け
で
あ
る
。
な
お
右
に
述
べ
た
よ
う
な
Ｂ
銀
行
は
、
債
権
者
（
収
納
者
）
の
た
め
に
、
そ
の
収
納
事
務
を
代
行
す
る
の
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
点
で
次
章
に
述
べ
る
よ
う
な
、
非
銀
行
の
企
業
が
収
納
代
行
者
と
し
て
登
場
す
る
場
合
と
、
経
済
的
に
は
同
様
な
意
味
を
有
す
る
。
付
説
１
－
本
田
教
授
の
所
説
に
つ
い
て
Ⅲここで本多正樹「口座振替の法律関係」（上）（下）（金法三・』震②．９９．『・］画も］哩・三・・・量Ｐｇｓ・『・患・已一）を取り上げ
よ
う
。
こ
の
論
文
は
、
口
座
振
替
を
振
込
と
対
比
さ
せ
な
が
ら
、
特
に
実
務
上
の
問
題
点
を
掘
り
下
げ
て
考
察
し
た
、
簡
潔
で
あ
る
が
す
ぐ
れ
た
論
文
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
口
座
振
替
と
振
込
の
差
異
が
、
ま
た
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
の
行
内
お
よ
び
他
行
間
取
引
の
差
異
が
図
式
を
用
い
て
要
領
よ
く
説
明
さ
れ
ている。ただし私の立場からすると、口座振替と振込の間の相違する面のみでなく、共通する側面があることの指摘が十分でない
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
こ
の
こ
と
と
も
関
連
す
る
が
、
同
教
授
は
対
価
関
係
上
の
債
務
者
（
振
込
の
場
合
は
依
頼
人
、
口
座
振
替
の
場
合
は
預
金
者
）
が
債
権
者
（
振
込
の
場
合
は
受
取
人
、
口
座
振
替
の
場
合
は
受
取
人
な
い
し
収
納
者
）
に
対
し
て
負
う
債
務
の
消
滅
時
期
に
つ
い
て
、
口
座
振
替
の
場
合
に
は
、
振
込
に
お
け
る
と
異
な
っ
た
扱
い
が
必
要
だ
と
主
張
さ
れ
る
。
し
か
も
そ
れ
は
他
行
間
口
座
振
替
の
と
き
も
行
内
振
替
の
と
き
も
い
ず
れ
に
も
あ
て
は
ま
る
と
さ
れ
る
。
ち
な
み
に
、
振
込
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
対
価
関
係
上
の
償
務
の
消
滅
時
期
に
つ
い
て
、
通
説
は
、
行
内
振
込
お
よ
び
他
行
間
振
込
の
い
ず
れ
の
場
合
に
も
、
銀
行
Ａ
あ
る
い
は
被
仕
向
け
銀
行
Ｂ
が
受
取
人
に
貸
記
を
し
た
時
点
で
消
滅
す
る
と
解
す
る
（
振
込
委
託
契
約
を
謂
負
と
見
る
か
委
任
と
見
る
か
に
よ
っ
て
、
入
金
請
負
説
も
し
く
は
入
金
委
任
説
と
い
う
。
ち
な
み
に
私
は
入
金
請
負
契
約
説
に
荷
担
す
る
。
そ
の
根
拠
に
つ
い
て
は
前
拙
稿
で
私
見
を
詳
し
く
論
じ
て
い
る
が
、
と
り
わ
け
行
内
振
込
で
も
、
他
行
間
振
込
で
も
、
受
取
人
に
貸
記
を
な
す
べ
き
銀
行
は
受
取
人
の
選
択
に
よ
り
定
ま
り
、
そ
の
限
り
で
他
行
間
振
込
を
行
内
振
込
と
別
異
に
扱
う
必
要
は
な
い
点
を
重
視
す
る
）
。
そ
れ
に
対
し
、
少
数
説
な
が
ら
有
力
な
説
と
し
て
（
ド
イ
ツ
の
近
時
の
振
込
法
に
な
ら
っ
て
）
、
行
内
振
込
と
他
行
間
振
込
と
を
わ
け
、
前
者
す
な
わ
ち
行
内
振
込
に
つ
い
て
は
、
銀
行
Ａ
が
貸
記
を
な
し
た
時
に、後者すなわち他行間振込については、被仕向け銀行Ｂによる貸記より前、すなわち資金が被仕向け銀行Ｂに移動した時（いわ
振
込
か
ら
口
座
振
替
へ
（
二
。
完
）
（
安
連
）
一四一
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以
上
述
べ
た
よ
う
に
、
口
座
振
替
で
は
振
込
と
異
な
り
、
他
行
間
振
替
の
と
き
で
も
、
受
取
人
と
引
落
銀
行
の
間
に
事
務
処
理
委
託
契
約
が
締
結
さ
れ
る
と
い
う
理
由
で
、
対
価
関
係
上
の
債
務
の
消
滅
時
期
は
行
内
振
替
と
他
行
間
振
替
と
を
問
わ
ず
に
、
債
務
者
た
る
預
金
者
の
預
金
口
座
か
ら
引
落
と
さ
れ
た
時
点
だ
と
解
す
る
同
教
授
の
立
場
か
ら
は
、
「
収
納
企
業
・
振
替
金
融
機
関
の
契
約
に
お
け
る
『
○
○
料
の
収
納
事
務
の
取
り
扱
い
を
委
託
す
る
』
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
との文言については、引落行為が収納に当たることになり、引落し資金を取りまとめて収納企業の口座に入金するのは、収納後の
処理である」と説明される。さらに「収納企業が、口座振替に関し、振替金融機関に手数料を払う立場にあることも、以上のよう
在するだけ」である。
以
上
述
べ
た
よ
う
に
、
そ
の
主
な
理
由
は
、
次
の
通
り
で
あ
る
。
ま
ず
行
内
口
座
振
替
の
場
合
に
つ
い
て
い
う
と
、
銀
行
と
受
取
人
（
収
納
企
業
）
の
間
で
予
め
（
す
な
わ
ち
私
の
い
う
第
一
段
階
で
の
当
事
者
間
の
合
意
の
際
に
）
締
結
さ
れ
る
委
任
契
約
に
お
い
て
、
受
取
人
は
銀
行
に
対
し
て
振
替
の
た
め
の
事
務
処
理
を
委
託
す
る
。
そ
の
具
体
的
な
内
容
と
し
て
「
振
替
日
（
引
落
日
）
、
請
求
デ
ー
タ
や
引
落
デ
ー
タ
の
授
受
方
法
、
引
落
資
金
の
収
納
企
業
口
座
へ
の
入
金
方
法
、
引落不能があった場合の取り扱いなど口座振替の事務処理方法が具体的に定められている」（ｚ・』①筐已一『）。つぎに他行間振替
に
つ
い
て
は
、
次
の
よ
う
に
説
か
れ
る
。
受
取
人
と
入
金
銀
行
（
被
仕
向
銀
行
）
の
間
の
事
務
処
理
委
任
契
約
は
振
替
銀
行
（
仕
向
銀
行
）
と
受
取
人
の
間
に
も
効
力
を
生
じ
る
（
後
者
の
間
に
は
復
委
任
契
約
が
成
立
し
て
お
り
、
民
法
一
○
七
条
二
項
が
適
用
さ
れ
る
か
ら
、
と
説
明
さ
れ
る
（
Ｚ
。
】
、
盆
、
已厚３段目））。そのため受取人と振替銀行の間にも事務処理委任契約が成立する。したがって俄務者の口座から引落された時に
事
務
処
理
が
完
了
す
る
、
と
解
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
振
込
の
場
合
に
は
、
受
取
人
と
銀
行
の
間
で
、
こ
の
よ
う
な
事
務
処
理
の
委
託
は
な
さ
れ
な
い
。
両
者
の
間
に
は
、
単
に
、
「
第
三
者
か
ら
の
振
込
を
受
け
入
れ
る
旨
の
条
項
を
含
む
預
金
契
約
（
本
多
教
授
の
い
う
特
約
付
預
金
契
約
）
が
存
落記帳時説）。 法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
四
号
一四二
ゆ
る
為
替
通
知
時
）
に
、
消
滅
す
る
と
解
す
る
。
通
知
請
負
説
も
し
く
は
通
知
委
任
と
い
う
。
そ
の
主
な
る
根
拠
と
し
て
、
他
行
間
振
込
で
は
貸
記
を
な
す
べ
き
被
仕
向
銀
行
は
受
取
人
が
選
択
す
る
こ
と
を
強
調
す
る
。
詳
細
は
、
拙
稿
志
林
一
○
七
巻
一
号
三
九
百
・
一
○
八
巻
三
号
一
五
頁
参
照
。
他
方
、
口
座
振
替
に
関
し
て
は
、
お
そ
ら
く
上
記
通
説
も
少
数
説
も
と
も
に
、
他
行
間
か
行
内
か
を
問
わ
ず
、
振
込
に
準
じ
て
解
し
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
本
多
教
授
は
、
口
座
振
替
に
つ
い
て
は
、
（
振
込
に
つ
い
て
は
、
必
ず
し
も
明
確
な
主
張
は
見
ら
れ
な
い
が
）
上
記
の
よ
う
な
通
説
お
よ
び
少
数
説
と
も
異
な
っ
た
見
解
を
主
張
さ
れ
る
。
行
内
振
替
に
つ
い
て
は
、
対
価
関
係
上
の
債
務
者
た
る
預
金
者
か
ら
振
替
銀
行
Ａ
に
資
金
が
移
動
し
た
時
（
同
教
授
の
用
語
で
は
ｌ
擴
替
銀
行
に
対
す
る
預
金
肴
の
預
金
か
ら
の
ｌ
引
き
落
と
し
の
時
）
と
解
す
べ
き
だ
と
さ
れ
、
ま
た
他
行
間
口
座
、
、
、
、
、
振
替
に
つ
い
て
は
、
（
被
仕
向
け
銀
行
Ｂ
す
な
わ
ち
同
教
授
の
用
語
で
は
入
金
銀
行
に
資
金
が
移
動
し
た
時
で
は
な
く
て
）
債
務
者
た
る
預
金
者
か
ら
直
接
の
取
引
銀
行
Ａ
す
な
わ
ち
同
教
授
の
用
語
で
は
引
落
銀
行
に
資
金
が
移
動
し
た
時
、
す
な
わ
ち
引
落
と
し
の
時
と
解
す
る
べ
き
だ
と
主
張
さ
れ
る
（
引
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な理解を裏付ける」とされる（三・・］のちも》圏）。ちなみに振込の場合の手数料の支払は、通常、依頼人が負担する。
②さて右に紹介したような本多説の当否を検討するにあたっては、口座振替の場合には振込と異った扱いをなすべき特別の事
情
が
あ
る
か
否
か
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
結
論
を
先
取
り
し
て
述
べ
る
と
、
私
も
両
者
を
別
異
に
扱
う
べ
き
重
要
な
理
由
が
あ
る
と
考
え
る
。
そ
れ
は、原因関係上の償務者にとって、債務支払のために口座振替制度を利用することは、危険の多い、他方債権者にとっては極めて
有利なことであるという事情である。詳論すると、振込の場合には、予め確定した振込金額を債務者たる依頼人が確認して振り込
、
、
、
、
、
、
むのに対し、振替の場合には、｜定の方法で予め定まる金額に基づくとはいえ、債務者たる預金者が自らその金額を確認しないま
、
ま、その決定を債権者たる収納企業（受取人）に任せるという形で、収納企業から、振替銀行に通知された請求金額がいわば自動
的に振り替えられるのであり、したがって収納企業による濫用のおそれのある、償務者からすれば極めてリスクの多い制度である。
しかし多数の顧客と取引をする収納企業にとっては、確実・容易に多数の償務者から、確実かつ容易に償権を取り立てることを可
能にする極めて有用な制度である。収納企業は、多くの顧客から、口座振替制度の利用の同意を得るために（その同意を得なけれ
ば利用できないという事憎に基づいて）、いわばその不利益の埋めあわせのために口座振替制度の利用のための費用の全額を債権
者
た
る
収
納
企
業
が
み
ず
か
ら
負
担
す
る
こ
と
が
一
般
に
行
わ
れ
て
い
る
。
また同様の理由から、引き落し銀行の責に帰すべき貸記の遅延のときは、債務者たる預金者は遅滞による賠償義務特すなわち対
価関係上の債権者たる甲に対する賠償義務を免れると解するのが衡平に合致すると解されるわけである（それに反して振込の場合
は、金銭債務は原則として持参債務であり（四八四条）、また弁済の費用は償務者が負担する原則（四八五条）に従って振込の費
用
は
債
務
者
で
あ
る
振
込
依
頼
人
が
負
担
す
る
の
が
通
常
で
あ
り
、
ま
た
Ｉ
他
行
間
振
込
に
関
す
る
限
り
前
述
の
よ
う
に
争
い
が
あ
る
も
の
の
ｌ
支
払銀行Ａの資に帰すべき貸記の遅延について、Ａは、甲の乙に対する原因債務の履行について履行補助者に相当することに基いて、
甲は乙に損害賠償義務を免れえないわけである。）
③右に述べたような私見と、前述の本多説とは、共通するところもあるが結論の点で若干異り、また理由づけの点で、重要な
違
い
が
あ
る
。
こ
の
こ
と
を
以
下
に
説
明
し
よ
う
。
結論に関していうと、本田説では③振替銀行が債務者の口座から、受取人（収納者）の請求した確定金額が引落された時から、
債務者は受取人に対する原因関係上の債務を免れる。したがって、振替銀行のその後の手続の遅滞により債務者が遅行遅滞による
賠償義務を負わないのはいうまでもない。⑪また口座からの引落によって原因債務が消滅すると解する本多説では、それに対応し
、
、
、
、
、
、
、
て、引落時より後は、銀行に対して振替委託の撤回を申し入れる余地はなくなる《》何また本多説では引落により原因債務が消滅す
振込から口座振替へ（二．完）（安達）
一四三
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るのだから、振替銀行の収納者（償権者・受取人）の口座への貸記の遅滞を理由に債権者が債務者から原因俄権の取立を求めるこ
とはできないが、いわばその代りに振替銀行に対し貸記の請求（しロ、官巨＆自由○員、８１津これは資金関係に対して無因的でない
ことに注意）ができる（その際遅延による損害賠償も請求しうることになろう）。
それに反して私見では、振替銀行の口座引落だけでは原因債務は消滅しない（入金銀行による貸記によってはじめて消滅する）。
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
しかし引落時から債務者はリスク負担を免れ、損害賠償義務を負わない。また貸記がなされるまでは振替委託を撤回し、振替銀行
、
、
、
、
、
ないし入金銀行から資金を取り返しうる余地がある。その具体的な方法ないし手続については後述する（なお前述③ｂ参照）。ま
た私見では、引落の後、貸記が遅滞しているとき、振替委託者たる債務者の側から委託契約を解除して資金を取返しうる余地があ
る（もっとも振込の場合と同様に、この請求と連帯償擢の形において、一般的預金契約の効力として、収納者たる償権者から銀行
に対し貸記請求をなしうると解すべきであろう）。
Ⅲ次に結論を導くため田碩拠の違いについて検討しよう。本多説では、前に紹介したように、その根拠を、収納者と振替銀行
の間の事務処理契約に、および付随的に振替のための費用を収納者の側が負担することに求める。しかし私は既述のようにその根
拠を、口座振替制度の利用が収納者の利益のためになされ、債務者にとっては危険の多い、不利なものであることにより、その埋
め合わせのために、振替の利用によって償務者が不利益を負わないようにするための衡平の原則に求める。それは債務者と債権者
（収納者）の間の契約の趣旨にも適合すると解する。要するに、本多説は、右の根拠づけを収納者と振替銀行の間の契約関係から
求めるのに対し、私見では収納者と預金者たる憤務者の間の契約関係から求めるといってよい。なお私見の立場からこの点での本
多説を批判するならば、本多説の論法においてはおそらく、原因俄務消滅説を採った場合、収納者（債権者）は原因債権を失うけ
れども、その代りに振替銀行に貸記を講求しうる権利を取得するのだから原因債権を消滅すると解しても差し支えがない、という
考慮があり、そして振替銀行と収納者との間の事務処理契約はまさに右のような貸記請求権を』限拠づけている、という考慮にもと
づいて、右のような事務処理契約が原因債務消滅説の根拠として援用されたのではないかと推測される。しかしながら右のような
貸記請求権は実は、行内振替のときならば、振替銀行と収納者たる債権者の間の通常の特約付預金契約からも根拠づけられる（ち
なみに振込の場合でもこのような貸記請求権は受取人と支払銀行間の通常の預金契約の効果として認められる。拙稿志林一○八巻
、
、
、
、
、
第一一一号一五頁参照）。従ってその限りで収納者と振替銀行との事務処理契約を特別に、原因債務消滅説の根拠付けに援用すること
第
三
号
一
五
頁
参
照
弓
は適当でないと思う。
（
な
お
そ
の
「
収
納
蕊
「収納事務の処理を委託する」との事務処理契約の文言の解釈において「引落行為が収納に当ることになり、引落資
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まず、口座振替における徹回の特殊性を明らかにする必要がある。ここでは二つの撤回を区別しなければならない。第一の撤回
は、口座振替の第一段階においてなされる基本的合意を撤回することである。第二の撤回は、基本的合意にもとづいて受取人（領
権者）から振替銀行に対してなされた、金額を補充する舗求通知行為の撤回である。第一の基本的合意の撤回は、直接の利害関係
者である債務者（預金者）と俄梅者（受取人）の合意により、両名が共同して行う。これは預金銀行に対する一方的意思表示によ
、
、
ってなしうる。その効果としては、将来に向けて継続的契約関係を終了させるものであるから告知と呼んでよいであろう。第一一の
撤回は個別的な補充行為の撤回である。これは、債権者（受取人）がその権限にもとづいてなす補充行為の撤回であるが、その性
質は、本来は預金者がなすべき補充行為を預金者に代ってなす撤回行為であることにかんがみて、その徹回は、本人に相当する預
金者（債務者）の同意を得てなしうると解すべきである（前述③ｂ参照）。この撤回の意思表示は、このように補充権を行使した
受取人自身によってなされるのが本則であるが、しかし右の撤回の効果として、預金者は一旦振替銀行に移転した資金を取返すこ
とができるのであるから、このような効果の帰属者たる預金者がみずから受取人（債権者）の同意を得て撤回することもできると
解しうるのではなかろうか。さて振込における振込委託の撤回と対比すべき口座振替における徹回は、右に述べた第二の撤回であ
ることはいうまでもないが、他方、振込における徹回は仕向銀行に対する依頼人の一方的意思表示によってなしうる撤回が想定さ
振込から口座振替へ（一一．完）（安連）
一四五
く（Ｚ。．］量ＰＢＰ１段目）。
、
、
、
、
、
、
金を取りまとめて収納企業の口座に入金すう（》のは収納後の処理」であるとの説明は、かなり強引な解釈ではあるまいか）
また、教授が原因債務消滅説の付随的根拠づけのために、振替費用を収納者が負担するということを援用される点についていう
と、振込の場合と違って口座振替では収納者の側が費用を負担するのは、債務者が口座振替制度の採用によって蒙る不利益ないし
リスクを埋め合わせるために、振替費用は収納者の側で負担するという私見の立場から批判するならば、原因債権消滅と振替費用
の負担の問題は、一方が他方の根拠だという関係でなく、両方がともに、振替制度の採用による債権者の利益（憤務者の不利益）
という事悩を根拠としていると言うべきである。
⑤また教授は、自説を根拠づけるために撤回（組戻し）の問題をとりあげ、「引落記帳時説では、振込においては入金記帳前
であれば振込委託の撤回（組戻し）ができるのに対し、口座振替では引落後における預金者からの組戻しが想定されていない一」と
も説明できよう。引落によって債務が消滅し、預金者の債務の弁済という観点からのプロセスは終了してしまうからである」と説
つ
迫一"
０
口座振替における徹回の問題はかなり難解な問題であるが、敢てとりあげよう（なお前掲３ウ末尾の説明を補充する意味をも
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れており、受取人の同意は必要としない。その点で、口座振替における撤回と振込における撤回とでは、同じ土俵で比較すること
はできない。もし仮りに、口座振替が振込と同じく債務者（預金者）のみのニタ的意思表示で徹回をなしうると仮定して、そのと
き振替銀行の口座引落によって撤回ができなくなるというのであれば、教授の主張する口座引落説の根拠として、これを援用でき
るが、しかし右の仮定は成立しないのであるから、その限りで援用はあまり意味をもたないのではなかろうか。
しかしながらこの問題を掘りさげて理解するためには、そもそも振込において貸記がなされるまでは振り込み委託を自由に徹回
しうるという命題をあらためて検討し、徹回が可能であることが不可能であるということと、原因俄務が存続するか消滅するか、
ということとが、果していかなる意味で結びついているかを、吟味することが必要である。
振込委託の撤回可能性は近時、次第に制限されるようになってきたというのが主要諸国の立法の潮流である。この問題について
は岩原前掲轡が詳しく解説している（前掲轡二六七頁以下参照）。そして「実際に国際的に見ると、前述したように各国の振込委
託の撤回不能時は各国ともまちまちであったが、資金移動システムの電子化を反映して、各国とも撤回不能時を早める傾向にある。
ＣＨＩＰＳ、ＣＨＡＰＳや日銀ネット等の各国の大口資金移動システムは、その規則で支払指図の送信時という最も早い時点で撤
回不能としている」と紹介され、「振込取引の電子化が進んで、取引がリアルタイムで行われることが多くなっているなど、一度
送信した振込委託を後から徹回することの実質的不都合やコストが大きくなっていることからは、実務が契約により徹回不能時を
早める一」と自体を不当ということはできない」とされる。もっとも徹回について正当な理由があるときは、なるべく顧客たる依頼
人の意向に沿って撤回を認める必要があるのはいうまでもない。このような銀行の立場をとり入れた形で、現在わが国の銀行によ
って用いられている平成十年に制定された振込規定ひな型では一‐振込先の金融機関がすでに振込通知を受領しているときは、組戻
しができないことがあります」と規定している（岩原前掲轡二六六頁）、そして同様な趣旨の規定は口座振替にも存する。ところ
で右規定に用いられている「組戻しができないことがある」とは如何なる意味であろうか。組戻し（撤回）ができないことがある
とは、銀行の裁避によって、場合によっては撤回に応じることも応じないことも可能だということであろう。もし仮りに振込先の
金融機関が振込通知を受領したときに原因価務が消滅する（本多説だとその前の引落時に消滅する）のならば、撤回に応じて資金
を依頼者に返還するということはありえないことである（それは非債弁済となるはずである）。従って右の文言は右のような事由
によって原因憤務が消滅することはないこと、そしてその消滅は、むしろ受取人の口座への貸記によって生じることを示している
といえよう。口座振替についても振込に関して述べたことがすべて当てはまり、償務者（預金者）と債権者（受取人）の合意した
共同行為により、振替銀行に有効な撤回の意思表示がなされたとき、銀行はそれを拒否することもできるが、しかしそれに応じて、
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⑥右に述べたような、引落しの後の振込銀行の貸記の遅滞による損害賠償の問題は、それぞれの振替金額が通常は定期的に発
生する金額であるためにさほど多額ではないこともあって、遅延利息の問題に留まることが多く、特別損害が問題になることは少
いと思われる。これに対して保険料の支払が口座振替を用いてなされる場合、保険契約者が振替銀行の口座に、振替予定日にすで
に入金していたに拘らず、振替銀行の側の事由で引落の手続が遅滞し、したがってまた収納者の口座への貸記も遅滞したという事
情があったとき、その間に発生した保険事故につき収納者たる保険会社が保険金の支払を拒むことができるかは実際上極めて大き
な問題である。但しこの問題は通常の支払遅延による損害賠償の問題ではなく、保険契約に特殊な問題であることに注意する必要
がある。というのは、仮りに期日通りに振替銀行から収納者たる保険会社に賃記されていたとすれば保険会社は約定の保険金を保
険契約者に支払う義務を負っていたのであるから、振替銀行による貸記の遅延によって保険金の支払義務を免れたとしても、それ
が貸記の遅延により薬った損害とはいえない（むしろ保険会社の利益となる）。いずれにせよこの問題は、貸記の遅滞による損害
賠償の問題とは異った、保険法に特殊な問題である。このことを確認したうえであらためて右のような事悩で振替銀行により貸記
振
込
か
ら
口
座
振
替
へ
（
二
．
完
）
（
安
達
）
一四七
最初の本多教授の問題提起に立ち返るならば、私は同教授と異って少くとも振込や口座振替の現時の約款の立場を認めるならば、
振込もしくは口座振替の委託の徹回の問題は、振込でも口座振替でも同様に、原因憤務の消滅問題と直接な結びつきをもたない、
と解する。従って口座振替の撤回の問題を原因債務消滅と関らせようとする同教授の考えを支持することはできない。この点に関
しては、振込の撤回が依頼人の単独の意思表示になされ、他方、口座振替の撤回が償権者（受取人）と債務者（預金口座名義人）
と
の
合
意
に
も
と
づ
く
意
思
表
示
に
よ
っ
て
な
さ
れ
る
と
い
う
差
異
は
、
ｌ
銀
行
の
識
風
繼
を
認
め
る
点
で
は
同
じ
で
あ
る
か
ら
ｌ
な
ん
ら
の
関
係
（追記。口座楯
あ
る
よ
う
で
あ
る
）
依頼人に有効に資金を返還することができるのであり、「引落記帳の後は、原因債務が消滅しているから銀行は預金者（債務者）
、
、
、
、
、
、
に資金を返還する｝」とができない」ということにはならないわけである。以上見てきたことを総括すると、銀行の取引約款では、
振
込
で
も
口
座
振
替
で
も
、
徹
回
不
可
能
と
い
う
こ
と
は
、
依
頼
人
あ
る
い
は
預
金
者
を
拘
束
し
こ
れ
に
不
利
益
を
負
わ
せ
る
も
の
で
あ
り
、
す
な
わ
ち
撤回によって資金の返還を権利として求めることを不可能にするが、銀行にとっては拘束したり不利益を課すものでなく、徹回の
意思表示があってもこれに応じない自由を確保する。したがってこの関係は、あたかも自然債務の法律関係と類似した関係だとも
の
な
い
こ
と
で
あ
る
。
いえよう。
口座振替の撤回に関する実務のうえでの契約文言に関しては、収納代行者を用いるケースのそれを含めて、多様な形が
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⑧
な
お
後
藤
教
授
も
口
座
振
替
に
お
い
て
受
取
人
の
側
で
振
替
銀
行
に
適
時
に
振
替
謂
求
通
知
を
し
て
い
る
と
き
、
債
務
者
が
振
替
日
に
入
金
し
て
お
れ
ば
、
振
替
銀
行
側
の
事
由
で
収
納
者
へ
の
貸
記
が
な
さ
れ
な
か
っ
た
と
き
で
も
価
務
者
は
賀
を
負
わ
な
い
と
の
立
場
を
主
張
さ
れ
て
い
る
（
後
藤
前
掲
二
九
四
頁
）
こ
の
結
論
に
は
私
見
も
賛
成
で
あ
り
、
こ
れ
は
本
多
教
授
の
説
と
も
一
致
す
る
が
（
但
し
後
藤
説
で
は
原
因
個
務
も
同
時
に
消
滅
す
る
と
解
さ
れ
る
か
確
言
さ
れ
て
い
な
い
）
。
そ
の
根
拠
と
し
て
、
ロ
座
振
替
の
と
き
に
原
因
債
務
が
持
参
債
務
か
ら
取
立
憤
務
に
変
更
さ
れ
た
こ
と
を
挙
げ
ら
れ
る
（
後
藤
前
掲
二
九
五
頁
）
。
し
か
し
思
う
に
、
取
立
債
務
に
変
更
さ
れ
た
こ
と
を
理
由
と
す
べ
き
で
な
く
、
通
常
の
持
参
債
務
に
関
す
る
原
則
が
弁
済費用の負担や遅滞の際の危険負担について適用しがたい特殊な事情（口座振替の利用が収納者に有利で債務者に不利だという事
情
）
が
存
在
す
る
こ
と
を
（
後
藤
教
授
も
こ
の
点
を
指
摘
さ
れ
て
い
る
が
）
挙
げ
る
だ
け
で
充
分
で
、
「
弁
請
を
な
す
べ
き
場
所
が
債
務
者
の
住
所
地
か
、
債
権
者
の
住
所
地
か
、
そ
れ
と
も
第
三
地
か
」
の
問
題
は
、
そ
れ
に
関
連
す
る
法
律
関
係
に
応
じ
て
個
別
的
に
決
す
べ
き
で
あ
り
、
す
べ
て
の
法
律
関
係
に共通する一個の履行地を予め決定する必要はないとする近時の有力説（これに関しては林・石田・高木「個権総論改訂版」二一
一頁およびそこに引用されている北川論文参照）を支持したい。要するに口座振替のときには原因俄務が、（一般的観念としての）
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が
遅
延
し
た
と
き
、
そ
れ
を
如
何
に
扱
う
か
に
閲
し
て
検
討
し
よ
う
。
右
の
よ
う
に
引
落
予
定
日
に
債
務
者
の
口
座
に
入
金
が
さ
れ
て
い
た
な
ら
ば
、
貸
記
の
遅
滞
に
よ
る
リ
ス
ク
は
前
述
し
た
理
由
に
よ
り
、
収
納
者
た
る
保
険
会
社
が
負
担
す
べ
き
で
あ
り
、
債
務
者
た
る
保
険
契
約
者
に
負
わ
せ
る
べ
き
で
ないから、保険会社は保険金の支払義務を負うべきこととなる。この結論についてはいうまでもなく本多説と同じである。
もっとも本多説は引落記帳時説であるのに対し、私見は、債務者たる預金者が適時に振替銀行に入金記帳しておれば賀を免れる、
と解する点で、本多説と異り、水田洋一氏の所説（金法五三六号四頁）と共通する（本多前掲一六四九号二六頁参照）。
、
本
多
教
授
は
、
自
ら
そ
の
主
張
に
は
消
費
者
保
護
的
な
考
慮
が
あ
る
こ
と
を
認
め
て
お
ら
れ
る
。
し
か
し
こ
れ
だ
け
が
根
拠
で
は
な
い
と
し
、
現
在
で
は
債
権
者
（
収
納
企
業
）
が
個
人
で
、
償
務
者
（
預
金
者
）
が
大
企
業
で
あ
る
よ
う
な
場
合
も
あ
り
う
る
と
し
つ
つ
、
こ
の
よ
う
な
場
合
に
も
「
引
落記帳時説」を採るべきだとされる（前掲三．」震Ｐ葛』注さ）。私も消費者保護法的考慮を加えることは必要だとする点では同
、
、
勺
感
で
あ
る
。
私
見
で
は
、
最
終
的
に
は
収
納
者
と
憤
務
者
の
契
約
次
第
で
、
振
替
費
用
負
担
の
問
題
も
、
振
替
銀
行
に
よ
る
貸
記
遅
滞
の
損
害
の
負
担
も
決
定
し
う
る
性
質
の
も
の
で
あ
る
が
、
こ
れ
を
す
べ
て
契
約
自
由
の
原
則
に
任
せ
る
と
、
通
常
大
き
な
経
済
力
を
有
す
る
収
納
者
に
有
利
で
、
消
費
者
た
る
債
務
者
に
不
利
な
約
款
に
よ
る
契
約
が
結
ば
れ
る
蓋
然
性
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
こ
れ
を
消
費
者
保
護
法
的
な
見
地
か
ら
一
定
の
制
約
を
加
え
る
こ
と
が
必
要
だ
と
解
す
る
か
ら
で
あ
る
。
な
お
、
同
教
授
が
、
「
収
納
者
が
個
人
で
預
金
者
が
大
企
業
だ
」
と
い
う
ケ
ー
ス
も
あ
り
う
る
と
さ
れ
て
い
る
が
、
た
し
か
に
顧
客
た
る
債
務
者
群
の
一
部
が
た
ま
た
ま
大
企
業
だ
と
い
う
ケ
ー
ス
は
あ
る
に
し
て
も
、
そ
の
大
部
分
が
大
企
業
と
い
う
ケ
ー
ス
は
考
え
に
く
い
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
別
ば
お
愛
騒
孜
受
’
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１口座振替において近時、銀行に非ざる企業が収納代行者として登場することがある。その法的性質は単純とは
いえない。これを論じる前に、その準備として、単純な収納代行者として、例えば近時多く見られるようになった、
通信販売の買い主が売り主から送られてきた請求書と引き換えに、コンビ｜｜で代金を現金で支払う場合を考えよう。
ここでのコンビ一一は売り主に代わって代金を収納する収納代行機関であるが、ここでは収納事務には口座振替は含ま
れ
て
い
な
い
か
ら
、
こ
れ
を
含
む
収
納
事
務
と
比
べ
て
、
単
純
で
あ
る
。
さてこの場合の収納代行者は債権者たる売り主に代わって自己の名において代金を受領する権限を売り主からあた
えられており、それに基づいて自己の名で受領する。つまりコンビニは売り主である債権者を代理して、受領するの
ではない。受領した金銭は売り主たるたる債権者に引き渡すべき債務を負っているのはいうまでもないが、（その際、
予めなされている約定によって、手数料を差し引いてその残額を支払うことになる）債権者に引き渡す前に一時的に銀行に預
金するときも、収納代行者は自己の名で預金するのであって、債権者の名で、その代理人として預金するのではない。
売り主に収納金を引き渡す場合、銀行振込の方法を採るのが普通であろう。以上述べた受領授権については、後にあ
振込から口座振替へ（一一．完）（安達）
’四九
取立憤務に変更されたという命題は、議論をいたずらにわかりにくくするものではなかろうか。
⑨本多説と私見の違いは、要するに、本多説では対価関係上の原因債務が消滅する時期と、億権者が遅延によるリスク負担を
免れる時期とを一致させ、その時期を引落銀行の引落の時と解するのに対し、私見では右の二つの時期を区別し、債務者がリスク
負担を免れる時期を引落の時（正確には、それより前、すなわち振替銀行による引落手続が遅延したような場合、適時に入金記帳
しておれば、引落予定日）と解し、他方で、原因債務は受取人の口座に貸記がなされた時に消滅する、と解する。このように二つ
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
の時期を異にして扱うことは、理論上可能であるのみならず、実際上も妥当な解決といえるのではなかろうか。
第
五
章
口
座
振
替
に
お
け
る
収
納
代
行
企
業
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らためて取り上げて説明する。収納代行機関は債権者に代わって受領するのだから、受領時に売主の買主に対する代
金債務は消滅する（もっとも仮に俄橋者の代理人として受領するとしても同様である）。
なお付言すると、このようにコンビ一一が受取人に代って弁済受領者となる場合も、次に扱う収納代行企業が受取人
に代って受領事務を担当する場合も、いづれの場合も銀行に非ざる企業が受領ないし収納のために登場するケースで
あるが、これに対して銀行が口座振替事務の担当者として登場する場合がある。この形式のほうがより早くから用い
られたようである。その代表的な形式は、前章末尾の他行間口座振替の章の後段部分で紹介したような、受取人（収
納者）乙の取引銀行Ｂが乙のために口座振替業務を担当し、またＢが乙の代理人となって振替請求通知を行う、そし
て白目被仕向銀行になるという形式である。
２口座振替が収納代行企業によって行われる場合を検討しよう。この場合、収納代行企業の法的地位を考察する
に当たっては、三段階に分けて考察する必要がある。第一段階は、原因関係上の債権者たる受取人乙、債務者たる依
頼人甲および甲の取引銀行で仕向け銀行たるＡとの三者間の三面契約に、さらに収納代行企業丙が加わり、四者の間
の多面的契約が結ばれる。収納代行機関がいない普通の場合には、第一段階で三者が登場するだけであるのに、ここ
では収納代行企業が加わることによって四面関係となるわけである。ここで最も大切なことは、収納代行企業の地位
が定められ、然るべき権限が丙に与えられることである。普通の口座振替契約の第一段階では、金額未確定のままで、
Ａを仮定的債務者とする仮定的債権の譲渡が乙と甲の間に結ばれるのに対して、ここでは、まずＡを仮定的債務者と
する、金額未確定の仮定的債権が、甲と丙の間で譲渡される。また受取人乙ではなく、収納代行者たる丙が自己の名
において、２の甲に対する原因債権の額が決まった段階で）右の仮定的債権の金額を通知する権限を取得する。さらに、
Ａが丙に貸記をなすべく（その理論的前提として甲と丙の間の仮定的債権の譲渡について、「仮定的債務者の処分授権」つまり
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引受をなすべく）委託する。以上の第一段階（第３図上段参照）では、その金額は未確定のままの形である。後に甲と
乙の間に原因債権の額が決まったときに、その金額を債権者（受取人）たる乙から丙に通知し、それに基づいて丙か
らＡに、貸記の金額に相当する額を通知すべき権限が丙に与えられる。これは元来は依託者（憤務者）甲がみずから
なすべき性質の行為であるから、丙は、甲に代わってなすべき権限が与えられたといってよい。
（その法的性質は、権利行使授権に相当する。この観念については、拙稿「処分授権概念の有用性Ｉその中核と周辺、ならびに
法解釈学方法論への寄与ｌ」内山尚三先生追悼論文集、信山社二○○四年三六四頁以下を参照。なお上記拙稿では、処分授権概念
を中核においてその周辺にある各種の授権観念を包含する授権概念一般をとりあげている。尤もここで権利行使授権の語を用いる
については疑問がなくはない。というのはここで問題になっているのは、権利の代行と代行権限の授与ではなく、むしろ地位の代
行
と
代
行
権
限
の
授
与
だ
か
ら
で
あ
る
）
またこの段階で、乙から代行企業丙に対して後述の補説で説明する一種の受領授権が行われる（なおこの受領授権は、
右に述べたような地位の代行授権の一環をなすものといえるかも知れない）。
第二段階では、収納代行者丙は、債権者たる受取人乙から、多数の債務者（甲１、甲２、甲３……）に対する確定し
’
１
１
０
８
第３図
系上の償
｢~(Ｉ
丙
債
務
者
対
価
関
係
上
の
俄
権
収
納
者
債
務
者
②
（
消
滅
）
収
納
者
送
付
か
そ
の
意
味
を
振込から口座振替へ（二。完）（安達）
一五一
梅Ａ》｜ｗ掃蓼丙愈》》錆几ｖ②榊一
霞
１
口
■
饅
銀行
銀行
代行者蕊》露、「鮒一一代行贄忽鱸鱸の繊轤〉獣卸する’；替劒…
玉…餅振朽倣蠣…蕊罵灘
鑿
ら
訓 ④菖鍔
た
原
因
関
係
上
の
各
債
権
額
に
つ
い
て
の
通
知
を
受
け
、
こ
れ
を
多
数
の
そ
れ
ぞ
れ
の
仕
向
け
銀
行
Ａ
１
、
Ａ
２
、
Ａ
３
…
…
Hosei University Repository
補説ここで問題となる（正しく言えば、一種の）受領授権について一言しよう。本来の受領授権においては、例え
ばＰがＱに対して債権を有する場合で、Ｐが第三者Ｒに受領権限を授権したとき、Ｒは自己の名で有効に受領するこ
とができ、Ｒに弁済したＱは有効に債務を免れることができる。このような受領権限の授権は、弁済の前でも後でも、
つまり追認の方法ででも、なしうる。なお第三者Ｒに弁済した後の問題として、債権を失った元の債権者Ｐは弁済を
受領したＲに対して、求償権を取得する。この関係は従来あまり論じられることがなかったが、私は、この関係はド
イツ民法で一八五条により明文で定められ、わが国でも判例・学説上認められている処分授権の一種として、わが国
でも是認さるべきだと考えている。またいわゆる弁済供託（四九四条以下）は、法定の受領授権として理解すべきで
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ちろん受取人乙から代行企業丙への通知も、またこれを受けた丙からＡｌ、Ａ２、Ａ３……への通知も、ともに、そ
の都度、個別的になされるわけではない、予め定められた一定の期日（例えば月末の、振替予定日の何日か前）に纏めて
行う。ここにおいて、金額は補充され、したがって第一段階における当事者間の契約と合体することによって、意思
表示としての効力が完成する。そしてこのような通知（振替請求書の送付）を受けた銀行Ａは、そこに記載された債権
額が、債務者甲のＡにおける預金残高を越えていないことを（また当座貸越契約のあるときは、預金残高と契約賃越額と合
算した額を越えていないことを）確認した上で、収納代行企業丙の口座に貸記することになる。その効果として（第３図
下段参照）、収納代行企業丙は、その額の、甲とＡの間の資金関係から無因の預金債権を取得する。そしてその効果と
して、Ａ銀行は甲に対する預金債務を、該当額についてだけ免れ（当座賃越のときは、貸越分について債権を取得する）、
他方、甲の乙に対する対価関係上の原因債務も、その額だけ消滅する（ここで受領授権の法理が問題になる。後述する）。
その結果は、依頼人（債務者）甲のＡ銀行に対する預金口座の通帳の支払欄に記載される。
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ある、と主張している。（詳細は、安達「憤権総論講義」三二九頁以下、および同所に所掲の拙稿参照。なお伊藤進教授が、「供
託
制
度
記
念
論
文
集
」
に
寄
稿
さ
れ
た
論
文
も
、
供
託
を
受
領
授
権
概
念
で
と
ら
え
、
そ
の
際
、
安
達
説
を
基
本
に
お
か
れ
て
い
る
。
平
井
宜
雄
「
債
権
法
総
則
」
一
二
四
頁
参
照
）
つ
ま
り
債
権
者
の
受
領
遅
滞
が
あ
っ
た
と
き
、
債
務
者
は
供
託
所
に
目
的
物
を
供
託
し
て
債
務
を
免
れ
得
る
が
、
そ
れ
は
法
の
定
め
る
処
に
よ
っ
て
供
託
所
に
受
領
権
限
が
与
え
ら
れ
て
い
る
か
ら
、
と
解
す
る
。
そ
し
て
四
九
六
条
の
規
定
に
よ
っ
て
、
債
権
者
が
供
託
を
受
諾
す
る
ま
で
は
、
供
託
者
た
る
債
務
者
は
、
供
託
物
を
取
り
戻
す
こ
と
が
で
き
る
と
定
め
ら
れ
て
い
る
理
由
に
つ
い
ては、債権者が供託を受諾することによって確定的に受領行為は有効となり、それまでは不確定の状態であるから、
供
託
者
は
、
あ
ら
た
め
て
供
託
の
、
つ
ま
り
弁
済
の
、
無
効
を
主
張
し
て
、
供
託
物
の
取
り
戻
し
を
請
求
で
き
る
と
、
解
す
る
こ
と
に
な
る
。
以
上
述
べ
た
の
は
、
本
来
の
受
領
授
権
で
あ
る
が
、
口
座
振
替
の
と
き
の
、
受
取
人
乙
か
ら
、
収
納
代
行
機
関
丙
に
対
す
る
一
種
の
受
領
授
権
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
甲
の
乙
に
対
す
る
原
因
関
係
上
の
債
務
の
弁
済
に
宛
て
る
べ
き
も
の
が
、
金
銭
で
な
く
し
て
、
銀
行
Ａ
に
対
す
る
、
資
金
関
係
か
ら
無
因
の
預
金
債
権
で
あ
る
。
つ
ま
り
元
来
は
、
乙
が
Ａ
に
対
し
て
取
得
し
た
預
金
債
権
が
甲
の
乙
に
対
す
る
原
因
債
務
の
弁
済
に
あ
て
ら
れ
る
は
ず
の
と
こ
ろ
、
こ
こ
で
は
、
丙
が
Ａ
に
対
し
て
取
得
し
た
預
金
債
権
が
、
乙
か
ら
収
納
代
行
者
丙
に
対する一種の受領授権の効果によって、甲の乙に対する債務の弁済に宛てられる。（このように特殊な意味をもった受領
授
権
で
あ
る
と
こ
ろ
か
ら
二
極
の
」
と
い
う
限
定
を
付
け
る
わ
け
で
あ
る
。
な
お
こ
の
よ
う
な
一
種
の
受
領
授
権
に
つ
い
て
も
、
当
初
の
、
第
一
段
階
に
お
け
る
当
事
者
の
合
意
の
中
に
含
意
さ
れ
て
い
る
と
解
し
得
る
。
）
な
お
前
に
述
べ
た
よ
う
な
、
コ
ン
ビ
一
一
な
ど
が
、
受
取
人
に
代
わ
っ
て
現
金
を
受
領
す
る
前
述
の
場
合
に
は
、
本
来
の
受
領
授
権
の
形
が見られることを指摘しておこう。
３
第
三
段
階
（
第
３
図
下
段
参
照
）
は
、
収
納
代
行
機
関
が
受
取
人
乙
に
代
わ
っ
て
受
納
し
た
資
金
を
受
取
人
乙
に
移
転
す
る
段
階
で
あ
る
。
こ
れ
は
通
常
、
振
込
の
方
法
を
用
い
て
な
さ
れ
る
。
つ
ま
り
Ａ
銀
行
を
仮
定
的
債
務
者
と
し
、
丙
が
振
込
依
頼
人
す
な
わ
ち
仮
定
振
込
か
ら
口
座
擾
替
へ
（
二
．
完
）
（
安
運
）
一五三
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この方法として二つが考えられる。｜っは、信託契約を結び、丙のＡに対する預金を信託財産とする方法である
（信託設定契約が認められないときは擬制信託が問題になりうる。これについては、塩谷彰久「預金口座と信託法理」日本評論社二
○○九年参照）。他は、Ａに対する預金債権の上に、乙の丙に対する資金の返還請求権を担保するための、法定担保物
権としての先取り特権を解釈上認めることであり、もしこれを解釈上認めることができないとすれば、予め当事者の
合意により、その上に約定担保物権としての債権質権を設定することである（なおいうまでもないが、先取り特権は、占
中に、丙竺
要がある。
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一五四
人割的償権の譲渡人、乙が受取人つまり仮定的債権の譲受人となって、収納代行企業丙の
、、乙取納
、、》一統鴎川に”纈鰄鰄蕊繩譲羅斌回騨潴鵬雌一》選離
輌廷肘陣丙癖蝋ともに消滅する．
向仕
行
向
行
く
も
っ
と
も
実
際
に
は
右
の
よ
う
に
Ａ
か
ら
直
ち
に
乙
に
貸
記
す
る
こ
と
は
稀
で
あ
り
、
む
し
ろ
予
被
銀
仕
銀
め
定
め
ら
れ
た
と
こ
ろ
に
従
っ
て
、
丙
が
振
込
依
頼
人
、
Ａ
が
仕
向
銀
行
、
乙
の
取
引
銀
行
た
る
Ｂ
が被仕向銀行となり、乙が受取人となる他行間振込の形が用いられるのが普通であろう。そして被仕向銀行Ｂが乙の
口座に貸記すると、Ｂは仕向銀行Ａに求償権を取得し、同時に、丙の乙に対する債務も、Ａの丙に対する預金債務も、
ともに消滅する（第４図参照）。
４第二段階から第三段階への移行に関して問題になることを取り上げよう。
収納代行企業丙が受取人乙に代わって収納した資金を受取人乙に移転するまでの間、数日の間隔があり、その期間
中に、丙が倒産すれば乙は全額回収することができなくなるおそれがあるから、それに対する対応策を講じておく必
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有を伴わない担保物権である点で抵当権と共通するが、後者が当事者の合意により成立するのに対して、前者は合意に依らず、法
律
の
定
め
る
処
に
よ
っ
て
成
立
す
る
た
め
、
法
定
抵
当
権
と
も
呼
ば
れ
る
。
債
権
の
上
の
担
保
物
権
に
つ
い
て
は
、
債
権
に
つ
い
て
は
、
物
と
異
な
り
、
占有の有無は問題にならないから、もっぱら質権のみが成立し、したがって当事者の合意のあるときは憤権質権のみが、また合意
のないときの法定担保物権については、債権の上の先取り特権のみが成立する）。債権質権に関しては、当事者間の合意のほ
かに、第三者に対する対抗要件としての第一一一債務者たる銀行Ａに対する通知またはその承諾が問題となる（とくに普
通
預
金
債
権
へ
の
質
権
設
定
に
つ
い
て
は
、
同
一
債
務
者
に
対
す
る
、
そ
の
都
度
増
減
す
る
多
数
の
債
権
に
つ
き
事
前
に
一
括
し
て
質
権
を
設
定
し
う
る
か、その対抗要件についても一括して事前になしうるか、が問題となる。これに関しては、道垣内弘人「普通預金の担保化」、有斐
閣、中田・道垣内編「金融取引と民法法理」所収の先駆的研究がある）。
信託法は英米法で発達した制度で、大陸法には縁遠い存在であったが、わが国で信託法が制定・施行されてから長
い年月がたち、信託法理も次第に定着してきているようである。とくに近時、最高裁でも、請負会社が発注者から請
負
代
金
の
一
部
を
預
か
っ
て
銀
行
に
寄
託
し
た
預
金
を
信
託
財
産
と
認
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
請
負
会
社
の
倒
産
の
際
の
発
注
者
の
返
還
請求権を保護した最高裁の判例が現れた（最判平成一四・一・一七民集五六巻一号二○頁）。なお実務の上では、コンビ一一
による自動車税の収納代行に関して、コンビ一一と大阪府の間で交わす契約書に、信託法の適用を明示する大阪府の例
なども見られるに至っている。（平成一七年七月二三日付の大阪府文笹による）。したがって口座振替の際に、収納代行企
業
が
受
取
人
に
か
わ
っ
て
収
納
し
、
銀
行
預
金
と
し
て
い
る
資
金
に
つ
い
て
も
、
同
様
に
信
託
財
産
と
し
て
構
成
す
る
こ
と
は
、
さ
ほ
ど
縁
遠
い
こ
と
で
は
な
い
か
も
し
れ
な
い
。
も
し
こ
の
方
法
を
採
用
す
る
と
せ
ば
、
第
一
段
階
で
の
当
事
者
間
の
合
意
の
中
に
信
託
契
約
が
包
含
さ
れ
て
い
る
と
し
て
認
定
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
詳
細
は
省
略
す
る
。
５
し
か
し
私
は
、
そ
の
適
用
が
よ
り
普
遍
的
に
な
り
う
る
法
理
と
し
て
、
さ
し
あ
た
っ
て
先
取
り
特
権
の
構
成
を
主
張
し
た
い
。
振
込
か
ら
口
座
振
替
へ
（
二
．
完
）
（
安
連
）
’五五
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ァ
も
っ
と
も
民
法
で
定
め
る
先
取
り
特
権
は
、
実
は
、
一
般
の
先
取
り
特
権
、
動
産
、
不
動
産
の
先
取
り
特
権
の
三
種
類
の
み
で
あ
っ
て
、
債
権
の
上
の
そ
れ
に
つ
い
て
は
規
定
が
な
い
。
し
か
し
私
は
解
釈
上
、
債
権
の
上
の
そ
れ
に
つ
い
て
も
認
め
得
る
と
考
え
て
い
る
（商法八四二条は船舶債権につき、運送債権の上に先取り特権を認める）。そして前稿では、動産保存の先取り特権に関する
、
、
規定を手掛かりに、先取り特権に関するより一般的法理を抽出し、これを誤振込のときに生じる問題について適用す
るという論法で先取り特権による構成を試みた（志林一○六巻三号七七頁以下）。本稿では、当初、そこでの論述を踏ま
え
て
、
口
座
振
替
の
受
取
人
代
行
者
が
設
け
ら
れ
て
い
る
場
合
に
つ
い
て
先
取
り
特
権
の
構
成
の
問
題
を
取
り
上
げ
る
予
定
で
あ
っ
た
。
し
か
し
今
あ
ら
た
め
て
前
稿
の
論
述
を
読
み
返
す
と
、
そ
の
結
論
に
お
い
て
は
訂
正
す
る
必
要
は
な
い
も
の
の
、
そ
の
論
証
が
不
十
分
な
と
こ
ろ
が
多
々
み
つ
か
っ
た
。
さ
ら
に
こ
の
問
題
は
、
そ
の
後
の
考
察
に
よ
り
、
そ
の
裾
野
が
広
く
、
多
く
の
他
の
民
法
上
の
問
題
と
密
接に関連することが判明した。そこで、当初の予定を変更し、別稿の仮題「先取り特権構成による誤振込、金銭の価
値
返
還
請
求
金
、
預
金
の
帰
属
、
編
取
金
に
よ
る
弁
済
、
転
用
物
訴
権
な
ど
」
に
お
い
て
、
あ
ら
た
め
て
誤
振
込
に
関
連
す
る
先
取
り
特
権
の
構
成
を
再
検
討
し
、
そ
れ
と
と
も
に
別
稿
で
あ
ら
た
に
、
先
取
り
特
権
に
よ
る
構
成
を
主
張
し
た
い
と
私
の
考
え
て
い
る
民
法
上
の
諸制度（具体的には、金銭の上の価値返還調求権、普通預金の帰属者、金銭驍取者による俄務弁済、転用物訴権など）を取り上
げ、問題点を指摘することにしたい。本稿ではさしあたって、口座振替で収納代行者の定めのあるときの先取り特権
の構成を論じるのに必要な限りで、前稿の論述の概略を援用することにする。
ィ
わ
た
し
は
前
稿
で
は
、
動
産
保
存
の
先
取
り
特
権
の
規
定
（
三
一
一
一
条
）
を
援
用
し
て
、
一
般
に
、
甲
が
出
損
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
甲
が
乙
に
対
し
て
費
用
償
還
請
求
権
を
取
得
し
、
他
方
で
乙
が
新
た
に
、
所
有
権
、
債
権
な
ど
の
財
産
権
を
取
得
し
た
と
き
は
、
甲
は
乙に対する償権担保のために、乙が取得した財産権の上に先取り特権を取得する、という一般的法理が成り立つ。し
たがって乙が新たに取得した財産権が丙に対する債権だったときも、乙は債権質設定者と同様の立場におかれ、甲は
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、乙
に
代
わ
っ
て
丙
か
ら
取
立
て
、
乙
に
対
す
る
一
般
債
権
者
甲
ダ
ッ
シ
ュ
に
優
先
し
て
弁
済
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
と
主
張
し
た
（
上
、
、
、
、
、
記
一
般
法
理
の
根
拠
条
文
と
し
て
、
前
稿
で
は
動
産
保
存
の
先
取
り
特
権
の
規
定
の
み
を
あ
げ
た
が
、
実
は
こ
の
条
文
だ
け
で
は
不
十
分
で
あ
り
、
あ
ら
ためて動産、不動産の上の他の先取り特権に関する規定とりわけ動産売買の先取り特権の規定も援用する必要がある）。
、
、
、
、
、
、
ウ
こ
の
一
般
法
理
を
誤
振
込
の
場
合
に
適
用
す
る
と
次
の
よ
う
に
な
る
。
田
‐
が
受
取
人
を
乙
と
Ｉ
）
て
Ａ
銀
行
に
振
込
委
託
し
た
通
常
の
行
内
鱸
込
の
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
ｌ
前
稿
で
は
甲
が
Ａ
銀
行
に
資
金
を
提
供
す
る
行
為
を
甲
に
よ
る
出
損
と
と
ら
え
た
が
、
本
稿
で
は
む
し
ろ
－
－
Ａ
銀
行
に
よ
る
債
務
負
担
行
為
と
し
て
の
貸
記
を
も
っ
て
出
揖
と
解
す
る
。
そ
し
て
誤
振
込
の
と
き
の
Ａ
銀
行
の
貸
記
の
効
果
と
し
て
、
一
方
で
受
取
人
乙
は
Ａ
に
対
し
て
預
金
債
権
を
取
得
し
、
他
方
、
誤
振
込
に
お
い
て
は
受
取
人
乙
は
振
込
依
頼
人
甲
に
対
価
関
係
上
の
債
務
を
負
っ
て
い
な
か
っ
た
の
だ
か
ら
、
Ａ
に
対
す
る
預
金
債
権
の
取
得
は
不
当
利
得
に
な
る
。
し
た
が
っ
て
乙
は
依
頼
人
甲
に
対
し
て
不
当
利
得
返
還
債
務
を
負
う
。
こ
の
よ
う
に
Ａ
の
出
損
に
よ
り
、
一
方
で
乙
は
Ａ
に
債
権
を
取
得
し
、
同
時
に
他
方
で
乙
は
甲
、
、
、
、
、
、
、
に債務を負担する関係を生じるから、前掲の一般法理を適用する結果、田‐は乙に対すう（》債権の担保のために乙のＡに
対
す
る
預
金
債
権
の
上
に
先
取
り
特
権
を
取
得
す
る
こ
と
に
な
る
。
し
た
が
っ
て
甲
は
乙
に
対
す
る
他
の
一
般
償
権
者
甲
ダ
ッ
シ
ュ
に
優
先してＡからの支払を受けることができる。もっとも最高裁判決、平成八・四・二六民集六○巻五号一二六七頁は、
右
と
同
様
な
事
例
に
つ
い
て
、
甲
ダ
ッ
シ
ュ
に
よ
る
乙
の
Ａ
に
対
す
る
預
金
債
権
の
差
押
え
に
対
し
て
、
甲
が
乙
の
Ａ
に
対
す
る
預
金
償
権から優先弁済を得るためになした、第三者異議の訴えを棄却した。この判決に対しては学説は賛否両論に分かれて
い
る
。
詳
細
は
別
稿
に
譲
る
が
、
私
見
で
は
、
甲
は
先
取
り
特
権
に
よ
っ
て
そ
の
優
先
弁
済
権
が
認
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
っ
た
（
な
お
そ
の
判
決
で
は
、
原
因
償
務
の
欠
映
を
理
由
と
し
て
、
受
取
人
乙
に
対
す
る
Ａ
の
預
金
憤
務
の
有
効
性
自
体
に
つ
い
て
も
争
わ
れ
た
（
こ
の
判
例
の
解
説
・
解釈は多くの学者によってなされているが、別稿では特に岩原教授の反対説と森田宏樹教授および山口敬介教授の賛成対説をとり
あげて論評する予定である。）。
振
込
か
ら
口
座
振
替
へ
（二．完）（安達）
一五七
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ェついで口座振替で収納代行企業の定められている場合を説明しよう。
口
座
振
替
依
頼
人
を
甲
、
受
取
人
を
乙
、
仕
向
け
銀
行
を
Ａ
、
収
納
代
行
企
業
を
丙
と
す
る
。
丙
は
実
質
的
に
は
乙
を
代
行
し
て
、
し
か
し
形
式
的
に
は
自
己
の
名
で
、
乙
が
甲
に
対
し
て
取
得
し
た
原
因
債
権
の
金
額
を
Ａ
に
通
知
し
、
ま
た
甲
の
Ａ
銀
行
に
対
す
る
預
金
を
資
金
と
し
て
丙
に
貸
記
す
る
よ
う
、
甲
に
代
わ
っ
て
委
託
す
る
。
以
上
の
よ
う
な
関
係
の
も
と
に
、
Ａ
銀
行
が
丙
に
貸
記
を
す
る
と
き
、
こ
の
貸
記
は
、
債
務
負
担
行
為
と
し
て
の
出
損
で
あ
る
。
そ
の
効
果
と
し
て
、
一
方
で
丙
は
Ａ
に
対
し
て
甲
Ａ
間
の
資
金
関
係
か
ら
無
因
の
預
金
債
権
を
取
得
す
る
。
他
方
で
、
そ
の
貸
記
に
よ
っ
て
同
時
に
、
甲
の
乙
に
た
い
す
る
対
価
関
係
上
の
債
務
は
、
前
述
し
た
よ
う
に
乙
か
ら
丙
へ
の
受
領
授
権
の
効
果
と
し
て
消
滅
す
る
。
し
か
し
丙
が
取
得
し
た
Ａ
に
対
す
る
預
金
債
権
は
実
質
的
に
は
乙
に
代
わ
っ
て
取
得
し
た
も
の
で
あ
る
か
ら
、
こ
れ
を
乙
に
返
還
す
べ
き
義
務
を
負
う
。
結
局
、
Ａ
が
丙
に
貸
記
す
る
こ
と
に
よ
り
、
一
方
で
丙
は
Ａ
に
対
し
て
預
金
債
権
を
取
得
す
る
と
と
も
に
、
他
方
で
丙
は
乙
に
対
し
て
Ａ
銀
行
に
た
い
す
る
預
金
を
返
還
す
べ
き
債
務
を
負
う
わ
け
で
あ
る
。
、
、
、
、
、
、
、
こ
こ
で
前
記
の
一
般
法
理
を
適
用
す
と
、
乙
は
丙
に
対
し
て
取
得
し
た
債
権
を
担
保
す
る
た
め
に
、
丙
の
Ａ
に
対
す
る
預
金
債
権
の
上
に
先
取
り
特
権
を
取
得
す
る
こ
と
に
な
る
。
６
以
上
述
べ
た
よ
う
に
、
収
納
代
行
者
が
登
場
す
る
場
合
、
収
納
代
行
者
が
受
取
人
に
代
わ
っ
て
収
納
し
た
資
金
で
あ
る
銀
行
預
金
債権を、収納代行企業の責任財産から切り離し、受取人乙の収納代行企業丙に対する（実質的意味での）預かり金の返
還請求権を他の一般債権者による差押から保護するために（その他、これに類する同種類の法律関係の処理のために）信託
法の適用を認める構成と、先取り特権の適用を（場合によっては当事者の合意を認定した上で償権質権を）認める構成との
二つがある。この二つは一見、無縁のように見えるかも知れないが、実は、深いつながりがあることを論じたい。
四宮教授は、その代表的論文「信託的行為と信託」（四宮一「信託の研究」所収、初出、法協五九巻一、二、三、四、五号）
によって、法発展の法則に関する次のようなシェーマを提唱されている。同教授は、従来別異の制度として捉えられ
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てきた信託的行為と信託を歴史的関連の中で捉え、これを信託関係という観念のもとに包摂して捉える。そして「新
たな、経済目的を達成するために、経済目的を超過する既存の法制度が利用されるに拘らず、次第に従来認められた
効果が与えられるようになる。」そして信託目的に対する最初の法的保護は、受益者の受託者に対する債権的請求権
であり、それが例外なく漸次、物権的保護に強化される。その典型的な過程は、英米法のゴロ農に見られる。しかし
究極において、如何なる信託行為における信託関係も、信託目的に即応する制度に転化する。かくして信託行為にお
ける信託関係は、信託関係たることを止めるのである」と説く（そしてこのような歴史的発展の法則は、ローマ法、ゲルマ
ン法、イギリス法、ドイツ法の発展の歴史の中に普辺的に見出せることを具体的に論証する）。ここでは特に英米法における
可巨の←が、元来、財産管理のための所有権の信託的譲渡から発展し、転化したことが取り上げられているが、思うに
同様な発展過程は、担保物権の形成過程にもみられるはずである。すなわち債権担保のためにする所有権の信託的譲
渡、つまりいわゆる譲渡担保から始まり、その際、信託目的の債権的保護の段階から、次第に物権的保護の段階を経
て、最後に他人の財産に対する排他的処分権としての担保物権という新たな制度へと転化する。（ついでにいえば、同
様な過程を経て他人の所有権に対する併存的管理権としては処分授権（ド民法一八五条）の制度が形成され、また私が考える
「仮定的償務寶の処分授権」は、抗弁切断の法褒の基礎となるｌしたがって指図首…目麺手形・小切手、薑
人払い償縄振込を繍成する基本的観念となるｌ重要な概念であるが、前稿で述べたように、これは「信託的債務
負担」から発展し、転化した形態と考えられる（志林一○八巻一一一号二六頁、拙著「手形・小切手法の民法的基礎」三二五頁
以下参照）。以上要するに、英米法に起源を有する可ｇ（と先取り特権を含む担保物権とは、決して無縁の制度ではな
い。ともに他人の財産に対する信託的譲渡から出発し、発展を遂げた制度だからである（なお、私は信託法学会誌「信
託研究」二二号（一九九七年）に理事の肩書きで「法発展の法則に関する四宮シェーマ」と題する巻頭言を轡かせて頂いているが、
振込から口座振替へ（一一．完）（安連）
一五九
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法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
四
号
一六○
、
、
、
、
、
そこでは一」のシェーマが民・商法学上の幾多の問題の解明に寄与しうることを述べている）。
７本章で扱った収納代行企業による収納代行の方法と、前章末尾で述べたような、銀行が代行業務を行う（他行
間振替による）方法とでは、法律形式に差異がある（それは第２図と第３図並びに第４図で図示されている）。しかしいずれ
においても、第一段階では関係当事者の合意により、振替金額が未確定のままで事務処理契約を含む基本的な多面的
契約が締結され、これに基いて第二段階では、収納代行者から、確定した金額を、債務者が預金を有する銀行に通知
し、第三段階では収納代行者を経由して、債権者たる受取人（収納者）に支払われる。以上の点では、両者は共通し
ている。
口座振替を振込の延長線上において、一体として把えるという私の当初の意図は、必らずしも平線坦な道ではなかったが、曲が
りなりにも実現しえたと思う。
議論の途中で、先学、同学の諸先生の説に（ドイツの学説を含めて）忌慨のない批判をした失礼に対しては深くお詫びしたい。
私見の立場を明確にするためには止むをえないことであった。私見に対しても、これをよく理解して頂いたうえで、忌慨のない批
判をお願いできれば幸いである。
これに関連して一言つけ加えると、私見による指図や手形・小切手、さらに振込や口座振替の構成の出発点となっているのは、
前に述べたように、「仮定的債権の譲渡」という観念である。「仮定的債権の譲渡に対する仮定的債務者の処分授権」という概念の
論理的推論によって、右の諸領域に属する複雑に見える幾多の問題も、比較的容易に解明し、理解しうるはずである。そして右の
仮定的憤権の鍍渡という観念も、既に述べているように、かって田中耕太郎博士によってはじめて用いられた観念であるが、この
観念は、初等幾何学における証明問題で補助線の利用の有用性を理解した人ならば、法律学の初学者でも直ちに理解しうるはずだ
と信じている。
結
び
に
代
え
て
Hosei University Repository
こ
の
よ
う
に
し
て
八
十
才
近
く
な
っ
て
か
ら
、
振
込
と
い
う
新
し
い
テ
ー
マ
に
挑
戦
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
も
っ
と
も
後
藤
教
授
や
岩
原
教
授
ま
た
今
井教授による体系的な振込の研究をはじめ、多くの学者による個々的な問題についての多くの研究成果を利用することができた。
わ
た
し
の
な
す
べ
き
こ
と
は
、
わ
た
し
が
こ
れ
ま
で
債
権
譲
渡
に
お
け
る
異
議
な
き
承
諾
の
研
究
お
よ
び
手
形
・
小
切
手
法
の
研
究
を
通
し
て
確
立
し
て
い
た
概
念
「
仮
定
的
債
権
譲
渡
と
仮
定
的
債
務
者
の
処
分
授
権
」
を
基
礎
に
お
い
て
振
込
制
度
を
再
構
成
す
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
し
た
が
っ
て
振
込
の
新
し
い
体
系
の
構
築
の
試
み
は
思
っ
た
よ
り
順
調
に
進
ん
で
い
っ
た
。
（
全
体
の
構
想
に
関
し
て
高
い
壁
と
な
っ
た
の
は
、
他
行
間
振
込
を
如
何
に
構
成
す
る
か
で
あ
っ
た
が
、
行
内
振
込
が
階
層
的
に
積
み
重
な
っ
た
構
造
と
し
て
把
握
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
整
合
的
な
解
決
の
道
が
開
け
た
）
。
そ
れ
に
は
、
乏
し
い
な
が
ら
も
私
が
長
年
講
義
を
担
当
し
た
債
権
総
論
の
研
究
の
蓄
積
（
拙
著
「
債
権
総
論
講
義
」
（
信
山
社
）
に
結
実
し
て
い
る
）
と
ド
イ
ツ
で
も
私
見を発表し、長年、研究の中心テーマでもあった手形・小切手法の幅広い知識が役に立った。執筆を開始してから四年かけて、一
応、振込の研究は完成した（｜‐振込の全体的構造一’四」志林一○六巻六号ｌ志林一○七巻一号、「続・振込の全体的構造」一○八
巻三号）。その後引き続き口座振替の研究に着手した。近時次第に広く利用されるに至った口座振替はしかし意外に研究が乏しく、
振
込
か
ら
口
座
振
替
へ
（
二
．
完
）
（
安
達
）
一一ハー
終
り
に
や
や
私
的
な
領
域
に
わ
た
る
が
、
本
稿
執
筆
の
経
緯
に
つ
い
て
書
い
て
み
よ
う
。
そ
れ
は
本
稿
を
評
価
し
て
頂
く
に
際
し
て
多
少
の
参
考
に
な
ると思われる。私は十二年前、七十二才のとき、重い脳梗塞に見舞われ、半身不随の身となり、研究生活の続行も断念せざるを得
なくなった。しかし幸いに徐々に体力が回復したので、少しづっ研究を再開した。もっともある出版社と契約していた債権譲渡と
手形・小切手法に関する研究論文を三冊の著作集にまとめる企画は中止することになった（第一冊のみ「手形・小切手法の民法的
基
礎
」
と
し
て
出
版
ず
み
）
。
そ
し
て
そ
れ
ま
で
の
研
究
と
直
接
に
つ
ら
な
る
、
法
学
方
法
論
に
関
す
る
小
論
文
（
法
学
志
林
九
七
巻
三
号
、
九
八
巻
三
号所掲）や授権概念の整理のための小論文（内山尚三先生追悼記念所収）を発表する程度のことしかなし得なかった。当時は、新
し
い
テ
ー
マ
に
つ
い
て
研
究
を
手
掛
け
よ
う
と
考
え
る
気
持
は
も
っ
て
い
な
か
っ
た
。
た
だ
し
振
込
に
関
し
て
は
、
か
ね
て
か
ら
私
に
と
っ
て
中
心
的
な
研究テーマの一つである手形・小切手法と関連性のある領域の問題だとの認識はあり、しばしば学会で取り上げられたテーマでも
あ
り
、
機
会
が
あ
れ
ば
、
本
格
的
に
研
究
し
て
み
た
い
と
考
え
、
関
心
を
寄
せ
て
い
た
テ
ー
マ
だ
っ
た
か
も
し
れ
な
い
。
わ
た
し
が
振
込
に
つ
い
て
本
格
的
に
研
究
を
始
め
よ
う
と
決
心
し
た
の
は
、
岩
原
教
授
の
「
電
子
決
済
と
法
」
が
上
梓
さ
れ
、
後
に
学
士
院
賞
を
受
賞
さ
れ
た
こ
と
を
知
っ
た
の
が
そ
の
契
機
で
あ
っ
た
。
も
っ
と
も
そ
の
少
し
前
、
私
た
ち
の
恩
師
で
あ
る
故
来
栖
三
郎
先
生
の
著
作
集
三
巻
が
信
山
社
か
ら
出
版
さ
れ
た
際
、
私
も
そ
れ
に
関
与
し
た
の
で
あ
る
が
、
第
二
巻
・
契
約
法
に
所
収
の
「
第
三
者
の
た
め
に
す
る
契
約
」
に
関
す
る
先
生
の
論
文
の
解
説
を
わ
た
し
が
担
当
す
る
に
あ
た
っ
て、振込が第三者のためにする契約にあたるか、の問題について私見の一端を書く機会を与えて頂いたことが、その底流にあった
かも知れない。
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法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
四
号
一一ハーー
後
藤
教
授
の
ド
イ
ツ
法
に
関
す
る
先
駆
的
研
究
が
あ
る
の
み
と
い
っ
て
よ
い
現
状
だ
っ
た
。
し
か
も
取
立
て
代
行
企
業
が
介
在
す
る
形
が
多
く
な
っ
て
き
ているにも拘らず、これについての学問的研究は全く見られないといって過言でない。したがって私の口座振替の研究は新しい取
引
の
実
情
を
調
べ
る
こ
と
か
ら
始
ま
る
必
要
が
あ
っ
た
。
そ
の
上
、
一
昨
年
の
半
ば
以
上
の
期
間
、
循
環
器
障
害
の
た
め
再
度
の
入
院
加
療
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
退
院
後
も
外
出
は
不
可
能
と
な
っ
て
、
公
的
図
書
館
の
利
用
は
全
く
出
来
な
く
な
っ
た
。
そ
の
た
め
研
究
は
な
か
な
か
思
う
よ
う
に
進
展
し
な
か
った。（ここで前稿でも協力を得ていた、政策金融公庫の伊勢丈夫氏から献身的な助力をたまわった。わたしの依頼に応じて、そ
の
都
度
必
要
な
雑
誌
論
文
の
コ
ピ
ー
を
送
っ
て
貰
っ
た
。
ま
た
屡
々
、
関
係
す
る
資
料
を
見
附
け
て
送
っ
て
貰
っ
た
。
の
み
な
ら
ず
時
に
は
疑
問
点
に
つ
いて相談相手になって貰うこともあった。改めて感謝申し上げる。）
ま
た
収
納
代
行
企
業
を
め
ぐ
る
問
題
を
研
究
し
て
い
る
途
中
で
、
本
間
と
か
な
り
異
な
る
問
題
（
債
権
取
立
て
に
関
す
る
「
債
権
の
上
の
先
取
り
特
権
」
の
樹
成
）
に
遭
遇
し
、
こ
の
考
究
に
時
間
を
と
ら
れ
、
本
題
の
進
展
は
一
時
、
頓
挫
し
た
。
結
局
こ
の
問
題
は
、
口
座
振
替
と
は
別
の
論
文
の
形
で
発
表
す
る
こ
と
に
決
め
た
。
こ
う
し
て
や
っ
と
本
稿
が
完
結
す
る
に
至
っ
た
。
（
そ
れ
と
同
時
に
副
産
物
と
し
て
、
先
取
り
特
権
の
テ
ー
マ
で
の
別
稿
（次号に発表予定の仮題・「先取特権と金銭価値のレイ・ビンディカチオ、鴎取金による弁済、預金の帰属者、転用物訴権など」）
を
生
み
出
す
こ
と
が
で
き
た
。
）
し
か
し
改
め
て
原
稿
を
読
み
直
す
と
、
そ
の
内
容
に
つ
い
て
は
概
ね
自
信
が
あ
る
も
の
の
、
論
述
の
体
裁
の
点
で
、
幾
多
の
雑
な
と
こ
ろ
が
み
つ
か
っ
た
。
今
は
体
力
の
限
界
も
あ
っ
て
必
ら
ず
し
も
満
足
で
き
る
ま
で
の
充
分
な
手
直
し
を
な
し
え
な
か
っ
た
こ
と
を
遺
憾
と
する。
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